2017年7月13日～14日
憲法、共謀罪、首相出席予算委員会へ、政局、劉暁波死去、社説
安倍首相の９条改憲案を批判＝解釈変更の撤回要求－民進・枝野氏
　民進党の枝野幸男憲法調査会長は１３日、ＢＳ１１の番組収録で、憲法９条１、２項を残したまま自衛隊を明記するとの安倍晋三首相の改憲提案について「そもそも勝手に（憲法）解釈を変えたものを事後的に条文改正で追認するやり方は立憲主義を二重に破壊するものだ」と批判し、集団的自衛隊行使を可能にした憲法解釈変更をまず撤回すべきだと主張した。
　枝野氏は「首相は、自衛隊は地球の裏側まで行って戦争できるという解釈をした。その解釈を前提に自衛隊を明記したら追認することになる」と指摘。民進党内に首相の提案に賛同する議員は「いないと思う」と述べた上で、「専守防衛を超えるようなものを正当化する話に賛成する余地はない」と語った。（時事通信2017/07/13-17:38）
仏本「茶色の朝」ＳＮＳなどで注目　全体主義の社会風刺
朝日新聞デジタル岩崎生之助2017年7月13日09時41分

高橋教授がメッセージを寄せた「茶色の朝」


　「共謀罪」の趣旨を盛り込んだ改正組織犯罪処罰法が１１日、施行された。犯罪を計画段階で取り締まることが可能になるが、国会での議論は深まらず、一般の人への適用や政府の監視が強まる懸念は消えないまま残った。施行後の社会とどう向き合えばいいのか。フランスでベストセラーとなった一冊の本がＳＮＳなどで注目を集めている。
　ファシズム（全体主義）に染まっていく社会を風刺した臨床心理学者フランク・パブロフ作の寓話（ぐうわ）「茶色の朝」。１９９８年にフランスで発売されると、ジャンマリ・ルペン氏率いる極右政党・国民戦線が勢力を拡大していくことへの懸念に後押しされるように、１００万部を突破するベストセラーになった。
　物語は、茶色以外のペットを飼うことを禁じる「ペット特別措置法」が施行された社会が舞台。主人公の「俺」は疑問を感じながらも、法律に従い白黒の飼い猫を殺してしまう。親友は黒い犬を殺す。やがて法律に反対していた新聞が廃刊に。「俺」はしぶしぶ唯一残った「茶色新報」を読み、茶色い猫を飼い始めた。
　そんなある日、同じく茶色い犬を飼うようになった親友が逮捕された。その理由は――。
　日本では２００３年１２月に大月書店から出版された。その頃始まった自衛隊のイラク派遣、特定秘密保護法、集団的自衛権の閣議決定、安全保障法制……。国民を二分する議論のたびに話題となり、各地で朗読劇も上演された。現在までに２５刷りを重ね、６万４千部に。担当者は「政治や社会の状況と連動しながら息長く読まれてきた」と話す。
　作品には、「国家と犠牲」などの著書がある高橋哲哉・東大教授（哲学）がメッセージを寄せた。「日本社会も茶色が濃くなっている。『共謀罪』だけではない。『自分には関係ない』とやり過ごすうちに、取り返しがつかなくなるかもしれない」と話す。
　例えば原発。東京電力福島第一原発事故の前にも危険性を訴える人はいたが、福島県出身の高橋教授も「大丈夫だろう」と思いこんでいたという。「実際に『茶色の朝』が来てしまった。『共謀罪』ではありえない、と言い切れるだろうか」
　物語では、「俺」が「茶色に守られた安心、それも悪くない」と思う場面がある。だが、ラストシーンで「抵抗すべきだった」と悔やみ、「仕事」や「毎日やらなきゃならないこまごましたこと」を言い訳に挙げる。
　「共謀罪」法が施行された社会にどう向き合うか。高橋教授は「思考停止になるのはやめよう」と呼びかける。「例えば『一般人は対象にならない』という政府の説明を『本当か』と疑ってみる。『茶色の朝』を迎えないためには、自分の頭で考え、意見を表明するエネルギーが必要です」（岩崎生之助）
「明治１５０年」ロゴ意見募集＝政府


「明治１５０年」関連施策推進ロゴマークの候補作品（首相官邸ホームページより）
　政府は１３日、明治維新から１５０年目の２０１８年に行う各種記念事業で使用するロゴマークの候補を１０作品に絞り、首相官邸のホームページ上で公表した。２４日まで一般の意見を募集し、８月以降に一つに絞り込む。「明治１５０年」関連事業のロゴ候補として３９８の応募作品が寄せられていた。（時事通信2017/07/13-16:36）
佐賀県知事、漁協反対でも「努力」　オスプレイ配備計画
朝日新聞デジタル浜田祥太郎2017年7月13日23時09分
　佐賀空港（佐賀市）への陸上自衛隊オスプレイ配備計画について、佐賀県の山口祥義知事は１３日の定例会見で、地権者の地元漁協が反対を表明した場合でも、受け入れに向けて国や地元漁協との調整を続ける考えを示した。
　地権者の県有明海漁協は反対意見が根強く、近くオスプレイ配備への統一見解を出す方向で調整している。一方、知事は「（地方公共団体は）基本的には国防政策に協力する立場だ」と改めて語った。また、配備反対の統一見解が出た場合について、「それでも努力していく」と発言。「漁業者の国に対する不信感は払拭（ふっしょく）されていない。信頼関係が構築されるよう積極的に取り組んでいきたい」と述べた。
　防衛省は「土地の強制収用はしない」としており、最終的には漁協の意向が計画の行方を左右する。（浜田祥太郎）
オスプレイ受け入れ　有明海漁協、統一見解へ
毎日新聞2017年7月13日 21時14分(最終更新 7月13日 21時19分)
　陸上自衛隊が導入する垂直離着陸輸送機オスプレイの佐賀空港（佐賀市）配備計画について、佐賀県の山口祥義（よしのり）知事は１３日、配備を受け入れる意向を示した。山口知事が受け入れの立場を明示したのは初めて。空港周辺のノリ漁業者らは配備に反発しており、山口知事は「（説得に）全力を注ぎたい」と述べ、配備受け入れに向けて漁業者と交渉する考えを明らかにした。 
　配備計画を巡っては、空港隣の計画用地の地権者の漁業者らは、国営諫早湾干拓事業が有明海での漁業不振を招いたとして国の公共事業に不信感を募らせ、反対姿勢を崩していない。県有明海漁協は今後、統一見解を示す方針だ。 
　山口知事はこの日の記者会見で「（県は）国防政策に協力する立場にある」との見解を改めて示し、漁協が反対の見解を示した場合でも「それでも努力していく」と受け入れに向けて説得する意向を示した。会見後には報道陣に対し「（自身の姿勢が）明確になったと言える」と踏み込んだ。 
　県は５月３０日、配備計画を論点整理し、オスプレイの安全性や空港の米軍基地化について基本的には問題がないとする見解を公表。一方、６月県議会で山口知事は、受け入れ諾否の判断の前提として「漁業者の一定の理解を得なければ判断しない」と述べていた。 
　その後、今月３日に佐賀県議会が受け入れを認める決議案を賛成多数で可決。同日、佐賀商工会議所など地元の４経済団体も配備受け入れを求める文書を提出した。容認決断を迫られた形の山口知事にとって初の会見となった１３日、山口知事の発言からは「漁業者の一定の理解」という発言は消え、国と漁業者との信頼関係構築に向けて「調整に努めていきたい」などと、受け入れを前提とした言葉が目立った。 
　県有明海漁協の徳永重昭組合長は１３日、「地権者などいろいろなハードルがまだある」と述べた。地権者が所属する南川副支所の田中浩人運営委員長は反対姿勢を改めて示し、県が空港を自衛隊と共用しないとして漁協と結んだ公害防止協定の覚書付属資料を挙げて「協定を無視している」と不快感を示した。【石井尚、関東晋慈】 
辺野古移設の代替案提示　米首都で日本の専門家ら

共同通信2017/7/13 18:18
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12日、ワシントンのシンポジウムで辺野古移設の代替案を説明する屋良朝博氏（共同）

　【ワシントン共同】元日本政府高官やジャーナリストらでつくるシンクタンク「新外交イニシアティブ」は12日、ワシントンでシンポジウムを開き、日米両政府が推進する米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古への移設計画は沖縄県民に受け入れられないとして、代替案をまとめた報告書を発表した。

　代替案を作成したのは、柳沢協二元内閣官房副長官補や屋良朝博・元沖縄タイムス論説委員ら。屋良氏は訪米中に米議会関係者などに代替案を説明する。

　代替案は、普天間に駐留する第31海兵遠征部隊を県外か国外に分散移転する代わりに、高速輸送船を活用して有事の即応態勢を補完する構想。

米経済に貢献、官民でＰＲ＝対日批判緩和狙う
　政府は１３日、日米両国の経済関係強化の一環として、日本企業による米国経済への貢献を理解してもらうための交流イベント開催などを柱とする官民共同の「行動計画」をまとめた。トランプ政権が対日貿易赤字の是正を促す中、日本への批判を緩和することを狙う。
　行動計画は、４月に設置された政府のタスクフォースが策定。日本企業の拠点がある州でセミナーやレセプションを開催する「地方キャラバン」、日本の技術力をアピールするロボットコンテストなどを実施する。日本との関係が薄いとされる地域では、地元の有力者らを招いて和食紹介イベントを開いたり、日本庭園を整備したりして、日本文化への関心を持ってもらう。　
　タスクフォース議長を務める萩生田光一官房副長官は１３日の会合で、「できるものからすぐに着手し、迅速に実施すべきだ。重層的な日米関係の強化につながることを期待する」と述べた。
　８日にドイツで行われた日米首脳会談で、トランプ大統領は対日貿易赤字の是正や市場アクセスの重要性に言及した。日本側は、２国間の経済対話や米国各地での交流イベントを通じ、日本企業が米国で８０万人規模の雇用を創出していることなどを説明していく方針だ。（時事通信2017/07/13-18:44）
産経新聞2017.7.13 08:59更新 
【内閣改造】内閣改造は８月３日　副大臣人事は５日以降の見通し　安倍晋三首相が方針決定
　安倍晋三首相（自民党総裁）は８月３日に内閣改造を実施する方針を決めた。自民党役員人事も併せて行う。政府は８月第１週に改造を行う方向で調整していたが、４日は皇室日程と折り合いがつかなかった。副大臣人事は５日以降にずれ込む見通し。
　加計学園問題などによる内閣支持率急落と東京都議選での自民党惨敗を受け、首相は、１９人の閣僚の大半を入れ替える大幅な人事刷新に踏み切る構え。ただ、政権の要である麻生太郎副総理兼財務相、菅義偉官房長官、自民党の二階俊博幹事長らには留任を求める方針だ。
　首相は、憲法９条に自衛隊を明記する憲法改正に向け、自民党の改憲案を秋の臨時国会中に国会に提出する考えを崩していない。このため、自民党憲法改正推進本部や党政務調査会などの布陣も大きな焦点となる。
産経新聞2017.7.13 18:03更新 
安倍晋三首相「甘い事態ではない」　政治評論家らに認識示す

安倍晋三首相 
　安倍晋三首相は１３日昼、官邸で自民党の二階俊博幹事長、政治評論家の森田実氏と会食した。森田氏は記者団に、報道各社の世論調査で内閣支持率が下落したことについて「首相は甘い事態ではないという感じを持っていると思った」と語った。首相からは国会論戦を念頭に「ちょっとムキになったところがあったのを改め、ソフトに対応していきたい」との発言があったことを明らかにした。
安倍首相、予算委出席へ＝世論考慮、和泉氏招致も－加計問題


会談に臨む自民党の竹下亘国対委員長（左）と民進党の山井和則国対委員長＝１３日午後、国会内
　安倍晋三首相は１３日、野党が求めている衆院予算委員会の閉会中審査に出席する意向を固め、自民党の竹下亘国対委員長に伝えた。学校法人「加計学園」（岡山市）の獣医学部新設計画をめぐる疑惑について、説明を尽くすよう求める世論や与党内の声を考慮したとみられる。竹下氏は首相の意向を民進党側に伝達。８月上旬に内閣改造が予定されていることから、今月中に開催する方向で野党側と調整する。
　首相は１３日、竹下氏に「国会の場に出て説明する意思がある」と電話で伝えた。この後、竹下氏は民進党の山井和則国対委員長に連絡し、予算委開催へ調整を進める方針を示した。
　竹下氏は山井氏に対し、予算委開催に当たっては与野党の時間配分を「１対１」とすることが条件だと通告。これに対し、山井氏は「そこは交渉だ」として野党側への配分拡大を求める意向を示した。
　これに先立ち、竹下氏は国会内で行った山井氏との会談で、首相質疑をいったんは拒否。山井氏は「国民から逃げ回っている」と強く反発していた。山井氏は会談で、前川喜平前文部科学事務次官が「一番のキーパーソン」と指摘した和泉洋人首相補佐官ら計７人の証人喚問も求めたが、竹下氏は応じなかった。
　これに関し、政府高官は１３日夜、和泉氏の参考人招致には応じる方針を示した。（時事通信2017/07/13-23:56）
首相、予算委出席へ　加計巡り拒否から一転
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会談に臨む自民・竹下（左）、民進・山井の両党国対委員長＝13日午後、国会

　安倍晋三首相は13日、学校法人「加計学園」問題を巡り「自ら国会の場に出て説明する意思はある」と自民党の竹下亘国対委員長に電話で伝えた。竹下氏は民進党の山井和則国対委員長に首相出席の予算委員会集中審議に応じる意向を電話で伝達した。これに先立ち、竹下氏は山井氏との会談で開催を拒否していたが、一転して応じることになった。首相は東京都議選惨敗や内閣支持率急落などを踏まえ、国会で説明を尽くす必要があると判断した。

　山井氏は記者団に「当然だ。遅すぎたぐらいだ」と述べた。

自民、首相出席の閉会中審査を受け入れ　来週以降
朝日新聞デジタル2017年7月13日18時50分
　学校法人「加計（かけ）学園」の獣医学部新設問題をめぐり、自民党は１３日、野党が求めていた安倍晋三首相が出席する閉会中審査を受け入れる考えを民進党に伝えた。自民、公明両党は首相入りの閉会中審査について「堂々巡りになる」（自民幹部）などと否定的な考えを示していたが、首相自らが説明責任を果たす必要があると認めた。内閣支持率の下落が止まらないなかで一転実施を受け入れた格好になった。
　自民の竹下亘国会対策委員長が１３日夕、民進党の山井和則国対委員長に伝えた。実施は来週以降で、１４日に自民、民進間で日程を改めて協議する。
首相、加計問題巡る予算委に出席へ　自民が民進に伝達 
日経新聞2017/7/13 19:32
　安倍晋三首相は13日、学校法人「加計学園」の獣医学部新設計画を巡る問題について、国会で自ら説明する考えを自民党の竹下亘国会対策委員長に伝えた。これを受けて竹下氏が民進党に首相が出席する予算委員会の集中審議に応じる考えを伝達した。首相は「自ら国会に出て説明する意志はある」と述べたという。与野党は来週中の開催を軸に調整する。
　首相出席の予算委については野党が「首相が説明責任を果たすべきだ」と開催を求めてきたが、自民が応じなかった。同日午後に開いた自民、民進の国対委員長会談でも、竹下氏は「必要性を感じない」と述べ開催をいったん拒否した。
　竹下氏は予算委に応じることについて「首相がお話しになったことを重く受け止めて開催する方向で調整に入る」と述べた。
加計問題　首相出席、予算委開催へ　和泉氏を参考人招致
毎日新聞2017年7月13日 21時39分(最終更新 7月14日 00時20分)
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安倍晋三首相＝２０１７年７月１３日午前９時５９分、川田雅浩撮影
　安倍晋三首相は１３日、学校法人「加計（かけ）学園」の獣医学部新設計画を巡り野党が要求してきた衆院予算委員会の閉会中審査に応じる意向を示した。自民党の竹下亘国対委員長に電話で伝えた。これに先立ち自民、民進両党の国対委員長が会談した際には、自民側が予算委開催を拒否。この報告を受けた首相が「自ら説明する用意がある」と党方針を覆し、一転して開催する方向となった。 
　自民、民進両党は１４日に再協議し、開催日や審議時間などの調整に入るが月内に実現する見通し。民進党は、文部科学省に学部新設を強く求めたとされる和泉洋人首相補佐官の参考人招致を要求してきた。首相官邸筋によると、和泉氏招致については応じる方向という。 
　国対委員長会談では、竹下氏が「必要性を感じない」と予算委開催を拒否。これに対し、民進党の山井和則国対委員長が首相に直談判するよう要求した。竹下氏が首相に「予算委を断った」と電話を入れたところ、首相は自ら出席して説明する考えを示した。 
　これまで政府は「国会の事は国会で決める」と任せてきたが、内閣支持率下落に歯止めがかからず、首相自身が国民への一層の説明が必要と判断した模様だ。 
　公明党の山口那津男代表も１３日の党会合で「政府は国民の疑問に説明責任を果たし、国民の信頼を回復しなければならない」と述べていた。 
　山井氏は記者団に「予算委開催は当然で、遅すぎたくらいだ。国民の疑問を晴らせるよう十分な時間をとってほしい」と求めた。 
　加計問題を巡っては、首相が６月１９日の記者会見で「丁寧に説明する」と表明。今月２日投開票の東京都議選で惨敗したこともあり、自民党は１０日に衆院文部科学委員会などの閉会中審査開催を受け入れた。ただ、安倍首相は欧州訪問中で出席せず、参考人として出席した文科省の前川喜平前事務次官は、与党側が出席を認めなかった和泉氏の関与に繰り返し言及。議論は平行線をたどり、野党側は「真相解明には首相の説明が必要だ」として、首相が出席する予算委開催を求めていた。【光田宗義、真野敏幸】
支持率急落に危機感　加計審査に首相出席、与党一転応じる 
日経新聞2017/7/14 2:06
　与党が一転して安倍晋三首相が出席する閉会中審査に応じた背景には、報道各社の世論調査で内閣支持率が急落したことへの危機感がある。野党は学校法人「加計学園」の獣医学部新設を巡る追及を強めている。８月３日にも予定する内閣改造前に一定の説明責任を果たしたと強調し、首相が逃げている印象が前面に出ないようにすべきだとの判断に傾いた。
　与党側は当初、議論が平行線をたどり、幕引きにならないとの考えから、野党が求める首相出席の閉会中審査には消極姿勢を見せていた。13日には自民党の竹下亘国会対策委員長が民進党の山井和則国対委員長と会談した際にも「必要性を感じない」などと伝え、開催を拒否する方針を表明。これに山井氏は「首相は丁寧に説明すると言った。説明責任を果たすべきだ」と反発した。
　竹下氏が民進側に首相出席に応じると伝えたのは、それからわずか数時間後。電話で伝えられた山井氏は「首相が応じるのは当然だ。遅すぎたくらいだ」と指摘した。
　与党内でも首相が拒否している印象が前面に出ると、政権への風当たりが一段と強まるとの懸念から応じるべきだとの声は出ていた。
　連立を組む公明党の山口那津男代表は13日の全国県代表協議会で「政府は引き続き国民の疑問にしっかりと説明責任を果たし、国民の信頼を回復しなければならない」と強調。12日には同党の大口善徳国対委員長が竹下氏に説明責任を果たすべきだと申し入れた。
　具体的な予算委の開催日程は今後、与野党で協議を進める。竹下氏は記者団に「来週以降のどこかの日で対応していこうと思っている」と述べた。現閣僚らによる答弁が必要だと野党が訴えていることも踏まえ、内閣改造前の開催を調整する。政府側は前川喜平前文部科学次官が「加計問題のキーマン」と指摘する和泉洋人首相補佐官の出席も検討する。
　首相自身は審議に応じる構えをみせるが、一方で竹下氏は山井氏に予算委の時間配分を与党と野党が１対１となるよう通告している。与党側の質疑時間で首相らの正当性を訴えたい狙いで、野党が応じない場合は予算委を開かないことも示唆した。ただ、政府と前川氏らの説明には食い違いもあり、不信感を払拭できるかは、なお不透明だ。
産経新聞2017.7.13 19:32更新 
【加計学園問題】安倍晋三首相「自ら説明する意思がある」　閉会中審査開催へ
　安倍晋三首相は１３日、学校法人「加計学園」の獣医学部新設計画をめぐる閉会中審査について、自民党の竹下亘国対委員長と電話協議し、首相出席の衆院予算委員会の集中審議に応じる意向を伝えた。「自ら国会で説明する意思がある」と語った。
　これを受け、竹下氏は民進党の山井和則国対委員長に電話で、衆院予算委集中審議に応じると伝えた。衆院予算委員会が１６日に米国視察から帰国するため、１８日以降に開催する方向で調整を進める。竹下氏は首相が十分に説明できるよう、質疑の時間配分を与野党で同じとする条件を付けた。山井氏は野党に多く配分するよう求めた。
　与野党は今後、参院でも衆院と同日開催する方向で調整に入る見通しだ。
　竹下氏は首相との電話会談に先立って国会内で山井氏と会談した際、「必要性を感じない」と開催を拒否したが、首相の意向を受けて方針転換した形だ。
　会談で竹下氏は、山井氏が求めた早期の臨時国会召集には応じなかった。首相の友人である同学園の加計孝太郎理事長ら７人の証人喚問に加え、北朝鮮情勢や日本と欧州連合（ＥＵ）の経済連携協定（ＥＰＡ）に関する衆院安全保障委と農林水産委の開催要請も断った。
産経新聞2017.7.14 00:26更新 
【加計学園問題】急転直下の閉会中審議開催　安倍首相意向で決定　ソフト路線で疑念払拭に意欲　自民国対との連携不備も
　学校法人「加計学園」の獣医学部新設計画をめぐる安倍晋三首相出席の閉会中審査は１３日、首相自身が出席の意向を示したことで急転直下、開催されることになった。首相は６月１９日の記者会見で「真摯（しんし）に説明責任を果たす」と強調していただけに、疑念払拭に努める必要があると判断した。
　与野党は今後、開催日程を調整するが、衆参両院の予算委員会で同日に開催とする見通しだ。民進党の山井和則国対委員長は１３日、記者団に「当然だ。遅すぎたぐらいだ。疑惑解明の予算委にしたい」と述べた。
　１０日の加計学園問題の閉会中審査に続き、野党は衆院予算委の集中審議の開催を求めていた。これに対し自民党は国対を中心に拒否の姿勢を貫いてきた。竹下亘国対委員長は１０日の審議について記者団に「何も新しいことは出てこなかった」と述べ、予算委は不要と主張し続けてきた。
　１３日の自民、民進両党の国対委員長会談でも、いったん開催拒否を伝えた。その直後、竹下氏が首相の意向を確認。対応が一変し、首相官邸と党国対との意思疎通の悪さを露呈した。
　開催には公明党の強い意向も働いたようだ。内閣支持率が急落する中、山口那津男代表は１３日の党会合で「政府は説明責任を果たし、信頼を回復しないといけない」とクギを刺した。
　首相も１３日、昼食をともにした自民党の二階俊博幹事長らに「これからはソフトに対応したい」と述べ、丁寧な説明を通じて信頼回復に努める決意を示した。
自民 安倍首相出席の予算委閉会中審査に応じる考え
NHK7月13日 19時11分
自民党の竹下国会対策委員長は、１３日夕方、記者団に対し、学校法人「加計学園」の獣医学部新設をめぐって、民進党が求めている、安倍総理大臣も出席した予算委員会の閉会中審査の開催に応じる考えを明らかにしました。
学校法人「加計学園」の獣医学部新設をめぐり、民進党は、今月１０日に衆・参両院で行われた閉会中審査を受け、さらに疑惑が深まったなどとして、安倍総理大臣も出席して予算委員会の閉会中審査を開くことなどを求めています。
これについて、自民党の竹下国会対策委員長は、１３日午後６時すぎ、記者団に対し、「安倍総理大臣と相談した結果、『予算委員会に出てもよい』ということだったので、閉会中審査を開催することにしたい」と述べ、予算委員会の閉会中審査に応じる考えを明らかにしました。
そのうえで、竹下氏は、予算委員会での質疑時間は与党と野党を同じ時間配分とすることで野党側と調整を進める考えを示しました。
これを受けて、自民党は、１４日、民進党と、具体的な開催の日程や、質疑時間の割り振りなどをめぐって協議することにしています。
自民「首相の意思を重く受け止めた」
自民党の竹下国会対策委員長は記者団に対し、「民進党との国会対策委員長会談では開催を断ったが、安倍総理大臣がみずから説明する意思があると話したことをわれわれも重く受け止め、予算委員会を開催する方向で、これから調整したい。時間配分については、与党と野党で１対１というのを譲るつもりはない」と述べました。
民進「開催は当然」
民進党の山井国会対策委員長は、国会内で記者団に対し、「安倍総理大臣が『予算委員会を受ける』と言ったのは当然のことで、逆に言えば、遅すぎたくらいだ。十分な質疑の時間をとってもらい、国民の期待に応えられるよう、充実した、意味のある、疑惑解明の予算委員会にしたい」と述べました。
獣医学部新設 自民 首相出席の予算委で政権の信頼回復を
NHK7月14日 4時49分
学校法人、加計学園の獣医学部新設をめぐり、自民党は、これまでの方針を転換し、安倍総理大臣も出席して、予算委員会を開催することに応じる考えを民進党に伝えました。自民党は、各種の世論調査で内閣支持率が下落していることも踏まえて、政府に丁寧な説明を促し、安倍政権に対する信頼の回復につなげたい考えです。
学校法人、加計学園の獣医学部新設をめぐり、衆参両院で行われた閉会中審査を受けて、野党側は疑惑が深まったとして、安倍総理大臣も出席して予算委員会でも閉会中審査を行うよう求めていたのに対し、自民党は質疑を通じて明らかになった新たな事実はないとして、開催に慎重な姿勢を示し、せめぎ合いが続いていました。
こうした中、自民党は１３日、これまでの方針を転換し、安倍総理大臣も出席して、予算委員会を開催することに応じる考えを民進党に伝えました。
自民党の竹下国会対策委員長は記者団に対し、「安倍総理大臣は『みずから説明する意思がある』と話しており、われわれも重く受け止めた」と、応じる理由を説明しました。
自民党は各種の世論調査で内閣支持率が下落していることも踏まえ、与党側の質疑時間を十分に確保したうえで、政府に丁寧な説明を促し、加計学園の獣医学部新設をめぐる手続きが適正に行われたことなどを明確にすることで、安倍政権に対する信頼の回復につなげたい考えです。
これに対し、野党側は、民進党の山井国会対策委員長が「当然のことで、遅すぎたくらいだ。国民の期待に応えられるよう、疑惑解明の予算委員会にしたい」と述べるなど、さらに攻勢を強める考えで、安倍総理大臣が出席する予算委員会に加計学園の加計孝太郎理事長らを招致することなども、与党側に要求していくことにしています。
これまでの経緯
加計学園の獣医学部の新設をめぐっては、安倍総理大臣が学園の理事長と長年の友人であることや、文部科学省が保管していた内部文書に「総理のご意向」とか、「官邸の最高レベルが言っている」などの記述があったため、国会で、野党は安倍総理大臣に詳しい説明を求めてきました。
さらに今月１０日に開かれた閉会中審査に、参考人として出席した文部科学省の前川前事務次官は国家戦略特区の選定過程で和泉総理大臣補佐官に呼ばれ、「『総理は自分の口からは言えないから、私から言う』と告げられた」と証言しました。
一方、安倍総理大臣は、これまで国会で獣医学部の新設を計画している国家戦略特区について、みずからは介入できない仕組みであり、総理大臣補佐官や関係閣僚にも特区の指定や学部の新設を急ぐよう指示したことはないと説明してきました。
維新 松井知事「丁寧に説明を」
日本維新の会の代表を務める大阪府の松井知事は１３日夜、大阪、八尾市で記者団に対し、「安倍総理大臣には、なぜ岩盤規制に風穴をあける必要があったのかや、誰から依頼があったのかなどを丁寧に説明してもらいたい」と述べました。
そのうえで、松井氏は日本維新の会が政治主導を掲げていることを踏まえ、「官邸の意向がない政治などというものは存在しないと思う。官邸の意向によって役人は動く。閉会中審査で、安倍総理大臣には『総理のご意向』というものがあって、しかるべきだと認めてほしい」と述べました。
石破氏、党全体で都議選総括を＝岸田氏、支持率急落「分析必要」
　自民党の石破茂前地方創生担当相は１３日、石破派の会合で、東京都議選の歴史的惨敗に関し「『負けに不思議の負けなし』だ。（結果を）どう考えるかという機会を党全体として持たないと記憶は薄れる」と述べ、全議員参加の形で総括を行う必要があると主張した。
　逢沢一郎元国対委員長も谷垣グループ会合で、「関心が（内閣改造・党役員）人事に向かい、都議選の総括が十分にならないことは大きな問題だ」と指摘した。
　一方、岸田文雄外相は岸田派会合で、内閣支持率の急落について「厳粛に受け止め、冷静に分析しなければならない」と述べた。その上で「数字や批判の一つ一つに振り回されるのは情けない限りだ。安倍政権をしっかり支え、与党の責任を果たすべきだ」と語った。　（時事通信2017/07/13-16:42）
安倍首相「今後はソフト対応」＝国会論戦念頭に
　安倍晋三首相は１３日、自民党の二階俊博幹事長と首相官邸で会談した。首相は、通常国会での野党との論戦を念頭に「ちょっとむきになったところがあったのを改めて、ソフトに対応していきたい」との意向を示した。
　首相は「国民の求めることを一生懸命やるのみだ。今まで築き上げてきた世界的な指導者との関係に立脚して、世界の平和と安定に努力していきたい」とも語った。
　会談に同席した政治評論家の森田実氏が記者団に明らかにした。憲法改正や内閣改造・自民党役員人事は話題にならなかったという。（時事通信2017/07/13-16:19）
首相、答弁など「今後は柔らかく対応」　二階・自民幹事長と会談 
日経新聞2017/7/13 14:19
　安倍晋三首相は13日、首相官邸で自民党の二階俊博幹事長と約１時間20分会談した。学校法人「加計学園」の獣医学部新設をめぐる国会答弁などを念頭に「これからはもう少し柔らかく対応したい。むきになったところがあったのを改めたい」と述べた。
　首相は「今まで築いてきた世界の指導者同士の人間関係に立脚し、世界の平和と安定のために努力していきたい」と訴えた。同席した政治評論家の森田実氏が記者団に明らかにした。
安倍首相「国民が求めることを一生懸命やるのみ」
NHK7月13日 15時46分
安倍総理大臣は自民党の二階幹事長と会談し、各種の世論調査で内閣支持率が下落していることを念頭に、「国民が求めることを一生懸命やるのみだ」と述べ、着実に実績を積み重ねることで国民の信頼回復に努めたいという考えを示しました。
会談は総理大臣官邸で昼食をとりながらおよそ１時間半にわたって行われ、政治評論家の森田実氏も同席しました。
この中で、安倍総理大臣は、各種の世論調査で内閣支持率が下落していることを念頭に、「国民が求めることを一生懸命やるのみだ。外交でも、今まで築き上げてきた各国の指導者との関係をいかし、世界の平和と安定のために全力を尽くしていきたい」と述べ、着実に実績を積み重ねることで国民の信頼回復に努めたいという考えを示しました。
また、安倍総理大臣は、学校法人「加計学園」の獣医学部新設などをめぐる先の国会での答弁について「少しむきになったところがあった面は改めて、もう少し柔らかくソフトに対応していきたい」と述べました。
岸田外相「安倍政権支える」　入閣待機組のポスト狙い？
朝日新聞デジタル2017年7月13日21時45分
　岸田文雄外相は１３日、自民党岸田派の会合であいさつし、党が惨敗した東京都議選や下落する内閣支持率について「厳粛に受け止め、冷静に分析しなければならないが、数字や批判の一つひとつに振り回されているのでは情けない限りだ。一致結束して安倍政権を支えたい」と強調した。
　「ポスト安倍」候補として最近、憲法や経済政策で独自色をアピールしつつある岸田氏。政権支持を強調することで、岸田派会長として８月の内閣改造で派内の入閣待機組のポスト獲得をねらう意図があるとみられる。
自民 岸田氏「結束し政権支える」 石破氏「都議選の総括を」
NHK7月13日 14時21分
各種の世論調査で安倍内閣の支持率が下落している中、自民党の各派閥の会合が開かれ、岸田外務大臣が、一致結束して安倍政権を支えるよう呼びかけたのに対し、石破前地方創生担当大臣は、大敗した東京都議会議員選挙の総括を行うべきだという考えを強調しました。
この中で、岸田外務大臣は「内閣支持率は厳しい結果が出ており、批判はしっかりと厳粛に受け止めて、冷静に原因を分析しなければならない。ただ、私たちは政権与党の一員として政権を支える立場にあり、数字や批判の一つ一つに振り回されては情けない」と指摘しました。
そのうえで、岸田大臣は「国内の政治が安定していることが大変重要だ。一致結束して安倍政権を支えたい」と呼びかけました。
一方、石破前地方創生担当大臣は「東京都議会議員選挙を自民党としてどう考えるのかという機会を、東京都連だけでなく党全体で持たないとだんだん記憶は薄れる。次の選挙になって大慌てしないよう、そういう機会をしっかり持つべきだ」と述べ、大敗した東京都議会議員選挙の総括を行うべきだという考えを強調しました。
平沢氏「政府に丁寧さ欠けた」…都議選自民惨敗

読売新聞2017年07月13日 23時36分

　自民党衆院議員の平沢勝栄、平将明、鴨下一郎の３氏が１３日、ＢＳ日テレの「深層ＮＥＷＳ」に出演し、東京都議選で歴史的惨敗を喫した自民党と安倍内閣について議論した。

平沢氏は「政府に欠けていたのは丁寧さだ。テロ等準備罪（の国会審議）では、もっと丁寧な説明が必要だった」と述べた。平氏は安倍首相について「包み込むような態度が欠けている」と指摘。鴨下氏も加計学園問題を念頭に「納得できる説明をしてほしい」と注文を付けた。

加計「説明果たし信頼回復を」　公明代表

共同通信2017/7/13 19:28
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「全国県代表協議会」であいさつする公明党の山口代表＝13日午後、東京都新宿区

　公明党は13日、全国の地方組織の代表による「全国県代表協議会」を党本部で開いた。山口那津男代表はあいさつで、学校法人「加計学園」問題などを受けた内閣支持率の低下に触れ「政府は国民の疑問に対して説明責任を果たし、信頼を回復しなければならない」と述べた。「全力で内閣を支える」とも強調し、連立政権を巡る協力は不変だとの考えを示した。

　協議会では、来年12月に衆院議員の任期が切れることを踏まえ、次期衆院選を見据え準備を進める方針を確認。山口氏は「常在戦場の心構えを一層強くしていく」と呼び掛けた。

党内に「常在戦場」呼び掛け＝山口公明代表
　公明党は１３日、東京都内で全国県代表協議会を開き、次期衆院選に向けて準備を急ぐことを確認した。山口那津男代表は、衆院議員の任期満了まで１年半を切ったことに触れ、「『常在戦場』の心構えを一層強くしたい」と呼び掛けた。
　山口氏は「加計学園をめぐる問題や、政治家の不適切な言動を受けて内閣支持率が低下している」とも指摘。政府に対し、「国民の疑問に対して説明責任を果たし、信頼を回復しなければならない」と注文を付けた。　
　協議会は先の都議選総括のため開かれた。井上義久幹事長は、小池百合子都知事との協力関係や、築地市場の移転問題で立場を明確にしたことが候補者全員当選につながったと分析した。（時事通信2017/07/13-16:29）
公明勝因は「小池知事との明確な関係」　都議選を総括
朝日新聞デジタル2017年7月13日21時28分
　公明党は１３日、７回連続で候補者全員の当選を果たした東京都議選を総括するため、全国の地方組織の代表者を集めた会議を開いた。井上義久幹事長は勝因について「知事との関係を明確にしたこと」と強調。都議会で連携してきた自民党と決別し、小池百合子都知事率いる地域政党「都民ファーストの会」と選挙協力を結んだ決断が奏功した、との認識を示した。
　一方、山口那津男代表はあいさつで「国政では自民、公明両党の結束を（都議選後の）党首会談などで確認した」と自公連立の継続を強調。内閣支持率の下落にも触れ、「真摯（しんし）に政権を運営していくために今後も全力で内閣を支える」と語った。
公明、解散前倒しを警戒　自民と結束、改めて確認 
日経新聞2017/7/14 2:07
　公明党が衆院解散の前倒しを警戒し始めた。13日の全国県代表協議会で井上義久幹事長が「解散は常識的には来年９月以降だったが、自民党内の政局で流動的になった」との見通しを表明。都議選では自民党との連携を解消したが、国政では自公両党で結束を強めることを改めて確認した。内閣支持率が低下するなか、政局の変化を想定して衆院選の準備を急ぐ。
　井上氏は会合で「いつ選挙があってもおかしくない状況だ。次の戦いに向けた備えをしよう」と述べ党内を引き締めた。衆院選で打ち出す政策づくりの着手も指示した。
　警戒の背景には内閣支持率の低下による政局の流動化がある。山口那津男代表は「加計学園の問題や政治家の不適切な言動などを受けて内閣支持率が低下している」と、あえて支持率の急落に言及。次期衆院選について「いかなる状況にあっても勝ち抜く」と述べた。
　公明党は都議選で小池百合子知事率いた「都民ファーストの会」と選挙協力した。小池氏の勢力の国政進出も取り沙汰されるが、公明党は現時点で国政での自公連立の枠組みを崩さない考えだ。井上氏は「投票率が上がっても自力で拡大する不断の挑戦が必要だ」と強調。「風」頼みの勢力が現れても勝てるよう党内に発破をかける狙いがある。
　都議選を機に生じた自公間の「しこり」も衆院選への焦りにつながっている。都議選では太田昭宏前代表の地元、北区で公明党候補が当選し、自民党候補が落選。北区全域を含む東京12区で「自民党の支持者が衆院選で今までのように太田氏に投票してくれるか心配だ」（公明党関係者）との見方がある。
公明 山口代表 加計学園問題など説明責任果たすよう求める
NHK7月13日 17時26分
公明党の山口代表は、党の会合で、各種の世論調査で安倍内閣の支持率が下落していることを受けて、学校法人「加計学園」の獣医学部新設などをめぐる国民の疑念を払拭（ふっしょく）するため、政府に対し説明責任を果たすよう求めました。
公明党は、先の東京都議会議員選挙の結果を総括するため、１３日、東京都内で、国会議員や都道府県本部の代表らを集めた会合を開きました。
この中で、山口代表は、都議会議員選挙で自民党との連携を解消したことに関連して、「国政では自民・公明両党による連立政権の力強い結束を確認しており、今後も全力で内閣を支えたい」と述べ、国政では自民党と結束して連立政権を運営していく考えを重ねて強調しました。
一方で、山口代表は「安定した政権の下で課題の解決に全力を挙げてきたが、ここにきて加計学園の獣医学部新設をめぐる問題や、政治家の不適切な言動などを受けて、内閣支持率が低下している」と指摘しました。
そのうえで山口氏は「内外に山積する課題を解決するには、政治の安定と国民の支持が不可欠だ。政府は、引き続き国民の疑問に対してしっかりと説明責任を果たし、国民の信頼を回復しなければならない」と述べました。
野田氏「解党的出直しで頑張る」　都議選総括巡り民進ブロック会議

共同通信2017/7/13 19:57

　民進党は13日、東京都議選の敗北を総括するため、地域ごとに所属議員と意見交換する「ブロック会議」を国会内で開いた。非公開で行われ、出席者によると、執行部の責任を問う意見が相次いだ。野田佳彦幹事長は「解党や分党は考えていない。解党的な出直しをして頑張りたい」と応じたという。

　会議では、議員から「党が一致結束すべき時だ。バラバラだと安倍政権に立て直しの機会を与える」との指摘があった。一方で執行部の刷新要求や解党、分党を促す意見があった。

　野田氏は党の状況を「支持率が上がらない焦りからか、理念は良くても政策パッケージが出せていない」と分析した。

民進が都議選総括、出席者から解党論　野田幹事長は否定 
日経新聞2017/7/13 20:05
　民進党は13日、国会内で東京都議選の敗北を総括する会合を開いた。出席者の一人は「もうこの党は終わっている。解党か分党が必要だ」と主張。野田佳彦幹事長は「解党や分党はしない。解党的な出直しをしてがんばりたい」と応じた。
　会合は同日に２回開いた。出席者からは執行部の刷新を求める声のほか、「共産党と組むと連合が離れていく」と野党共闘への批判の声が上がった。一方、執行部に近い議員からは現執行部を支えるべきだとの主張や政府への対案路線の徹底を求める意見も出た。
　意見聴取は18日まで計６回開く。25日に全議員が出席する両院議員懇談会を開き、執行部の見解を取りまとめる方針だ。
蓮舫氏「戸籍謄本を公表するとは言っていない」

読売新聞2017年07月13日 19時58分

　民進党の蓮舫代表は１３日の記者会見で、自身が日本国籍と台湾籍の「二重国籍」だった問題について、既に台湾籍がなく、問題は解消されたことを証明する資料を、１８日に公表すると明らかにした。

　「（証明資料として）何を示すかは今、弁護士を含めて整理している」と語るにとどめた。

　「戸籍謄本そのものを公表するとは言っていない」とも述べ、日本国籍を選んだ日付が確認できる戸籍謄本の全面開示については否定的だ。蓮舫氏は昨年１０月１６日、日本国籍の選択宣言を同年１０月７日に行ったと表明した。しかし、戸籍謄本などを公表しなかったため、党内から説明を求める声が出ている。

　国籍法によると、二重国籍者は原則２２歳までに、日本国籍か外国籍かを選ばなければならない。蓮舫氏が選択宣言を昨年行ったことが真実だとしても、長年にわたり国籍法の義務を履行していなかったことに変わりはない。

蓮舫氏　問われるリーダーシップ　民進党内にくすぶる不満
毎日新聞2017年7月13日 21時47分(最終更新 7月13日 22時41分)
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蓮舫代表が直面する主な課題
　民進党の蓮舫代表は１３日の記者会見で、自身の日本と台湾の「二重国籍」問題について、資料を開示し二重国籍が解消されていることを説明する意向を表明した。１８日に改めて記者会見する。ただ、党内には、二重国籍問題への対応批判に加え、過去最低の５議席と惨敗した東京都議選の責任を問う声など蓮舫氏への不満がくすぶっており、試練が続くことになりそうだ。【樋口淳也、真野敏幸】 
「二重国籍」対応に批判 
　「私自身の二転三転した説明に疑念が残っているのであれば、明確にしたい」。蓮舫氏は１３日の会見で、そう強調した。公開する資料に関しては「戸籍そのものではなく、既に台湾の籍を有していないことが分かる部分」と述べるにとどめ、具体的には弁護士を交えて整理していることを明らかにした。 
　昨年９月の代表選時に発覚した二重国籍問題は、代表就任後も尾を引いている。党内の一部からは戸籍謄本の公開を求める声や、都議選の敗因の一つに挙げる声もあり、疑念を払拭（ふっしょく）して結束を図りたい考えだ。 
　一方で、党内には蓮舫氏の今回の対応が「前例」となり、国籍確認のために個人情報の公開を強要されるなど、外国人や日本国籍を取得した人への差別助長を懸念する声もある。蓮舫氏は「差別主義、排外主義の人たちに言われて公開することは絶対あってはならないし、前例にしてはいけない」と強調。野党第１党の党首として「極めてレアなケースだ」と訴えた。 
都議選、厳しい意見 
　「民進党は歴史的使命を終えた。解党か分党しかない」。都議選の総括に向けて、１３日に開いた党所属国会議員を対象とした地域ブロック別の会合では、出席者から厳しい意見が相次いだ。 
　「意見を聞く前に、執行部が現状分析と今後の方針を示すべきだ」「民進党は『オワコン（終わったコンテンツ）』だ」 
　次々とわき出す不満に、蓮舫氏は「縮こまっていた」（出席者）。さらに野田佳彦幹事長が「解党、分党はしない。解党的出直しで頑張りたい」と述べると「あんたが言うことじゃない」と批判の声が上がり、野田氏が謝罪する場面もあったという。 
　民進党は都議選で、各選挙区に国会議員を割り振って支援したため、会合は全国会議員を対象としている。１１～１８日に計６回開き、２５日の両院議員懇談会で都議選を総括する方針だが、執行部への風当たりは強い。 
　都議選後に両院議員総会の開催を求める意見もあった。あえてブロック別としたことについて、蓮舫氏は「丁寧に肌感覚で感じたことを聞きたい」と説明。だが、両院議員総会を開けば執行部への批判が一気に噴出するため、批判を分散し「ガス抜き」を図る狙いがあるとみられている。会合は全て非公開で、「こそこそしているから信用されない」との声も上がる。 
　依然として足元が揺らぐ民進党。共産党を含む野党共闘に慎重な意見も根強くある中、１０月の衆院愛媛３区補選、その先の次期衆院選に向けて、蓮舫氏のリーダーシップが問われている。 
産経新聞2017.7.14 00:49更新 
民進・蓮舫代表会見司会の芝博一幹事長代理「ふさわしくない質問、議事録から削除する！」　連合会長「批判」の質問に過剰反応？

民進党の定例会見で、蓮舫代表（右）の二重国籍問題について、１８日に台湾国籍不所持の書類を公表することを説明する芝博一幹事長代理＝１３日午後、国会（春名中撮影）
　民進党の蓮舫代表が１３日に行った記者会見で、司会役を務めた芝博一幹事長代理が労働基準法改正案に関するフリー記者の質問の一部を「ふさわしくない」と断じ、議事録からの削除を一方的に表明した。これに対し、フリー記者本人のほか、他の記者も猛反発した。芝氏が問題視した質問の中身とは…。
　蓮舫氏は記者会見の前半で、日本国籍と台湾籍の「二重国籍」問題について、台湾籍の離脱を証明する公的書類を開示すると明らかにした。会見場はピリピリした空気に包まれていたが、「二重国籍」とは別の問題で記者の一部が芝氏に反発した。
　発端は、フリー記者の質問内容を芝氏がとがめたことだった。この記者は蓮舫氏に対し、政府と労働基準法改正案の修正に応じる方針を示したと報じられた民進党最大の支持団体である連合の神津里季生会長の評価を求め、こう質問した。
　「連合会長が官邸を訪れて修正を申し込むのは（法案）成立に応じることだ。国会内での闘争を後ろから鉄砲を撃つようなもので、非常に人としてどうかと思うが、連合発足以来、最低最悪の会長だ。代表はどうみるか」
　蓮舫氏は当たり障りのない回答に終始したが、その直後、芝氏が横やりを入れて「会見の場にふさわしくない発言があった。ここは議事録から抹消する」と宣言した。
　議事録とは、民進党が記者会見後にホームページに掲載する会見のやり取りを指しているとみられる。ただ、蓮舫氏の記者会見は毎回、インターネットで配信されており、この日も「最低最悪の会長」などの質問はそのまま流れた。
　質問した記者が芝氏に抗議すると、別のフリー記者も「どの部分がふさわしくないのか」などと加勢し、一時収拾がつかなくなった。
　「最低最悪の会長」との表現は記者会見でめったに聞かれない表現ではあった。記者の質問とはいえ、党のホームページにそのままやり取りを掲載することは、連合をおとしめることになるかもしれない。
　とはいえ、記者会見の司会役が記者の質問内容を一方的に問題視するのも極めて異例だ。芝氏にとっていささか過剰な対応だったのではないか。
　芝氏は１３日の蓮舫氏の記者会見で、「二重国籍」に関わる質問についても「１８日に改めて説明する」ことを理由に制限した。（奥原慎平）
産経新聞2017.7.13 22:49更新 
民進・蓮舫代表、歯切れの良さ見えず　「二重国籍」開示意向も質問中断
　民進党の蓮舫代表が「二重国籍」問題を解決するため、１８日に公的書類を開示する方針を明らかにした。東京都議選の敗因と指摘され、蓮舫氏は党勢回復も狙って公表を決断したはずだが、党内では「排外主義に屈する」と別の反発が生まれるなど混乱が続く。１３日の記者会見では、国籍問題の質問を司会役の芝博一幹事長代理が途中でさえぎる異例の展開となり、歯切れの悪さばかりが目立った。
　蓮舫氏は会見で「私は多様性の象徴だと思っている」と述べ、自身の国籍問題が、共生社会の実現を目指す党綱領と矛盾しないと強調した。党内の「被差別部落問題などの闘いへの逆行だ」（有田芳生参院議員）との批判を踏まえた。
　一方で、公的資料の公表に踏み切るのは、都議選で敗北した責任を問う声が相次ぐ中、自身の続投に理解を求めるためといえる。
　続投に向けた党内の環境は厳しいままだ。都議選を総括する１３日の国会議員会議でも「将来に向けたビジョンを示せないなら執行部が変わらざるを得ない」（逢坂誠二衆院議員）と、執行部刷新を迫る声が出た。「解党的出直しではなく、解党・分党すべきだ」との厳しい意見も出た。公表が差別の助長につながると反発する声もあり、蓮舫氏は股裂き状態にある。
　１３日の会見で、芝氏は「謄本だけ開示すればいい話ではないと思っており、今は整理中」と述べ、公表する資料の詳細は明らかにしなかった。当然、国籍に関する質問が集中したが、芝氏は蓮舫氏が１問答えた後に「戸籍関係についての発言はここまでにさせてほしい。１８日に会見を持たせていただきたい」と割り込み、中途半端な対応となった。
　１８日の公表では、どの時点で日本国籍の選択宣言をしたかが焦点となる。戸籍謄本には選択宣言の日時が明示されている。米国と日本の二重国籍だった自民党の小野田紀美参院議員は、日本国籍の選択宣言日以外の項目を黒塗りした戸籍謄本を公開した。蓮舫氏が最低限、同様の対応を取らなければ、説明責任を果たしたことにならない。（豊田真由美）
産経新聞2017.7.13 20:06更新 
【民進・蓮舫代表会見詳報（上）】「戸籍関係の質問はここまでに…」　芝博一役員室長が記者団の問いに次々返答

民進党の定例会見で、蓮舫代表（右）の二重国籍問題について説明する芝博一幹事長代理＝１３日午後、国会（春名中撮影）
　民進党の蓮舫代表は１３日の記者会見で、台湾籍と日本国籍の「二重国籍」問題をめぐり、台湾籍を離脱したことを証明する公的資料を１８日に公表する方針を示した。「極めてレアなケースではあるが、台湾籍を有していないことが分かる部分を伝える準備がある」と述べた。
　戸籍の公表が外国人差別の助長につながりかねないとの指摘については「差別主義者・排外主義者に言われて公開するようなことは絶対にあってはいけない」と述べた。記者会見の主なやりとりは以下の通り。
◇
　－－１１日の党執行役員会などで戸籍謄本を公表する意向を示したと報じられた。真偽は
　「戸籍謄本そのものとは言っていない。特にわが国では戸籍は優れて個人のプライバシーに属するものであり、これまで私も言ってきたが、積極的に、あるいは差別主義者・排外主義者に言われてそれを公開するようなことが絶対にあってはいけないと、いまなお思っている。前例にしてはいけないとも思っている」
　「ただ、一私人ではなく、一公人ではなく、野党第１党の党首として、今、特に（安倍晋三）首相に対して強く説明責任を求めている立場からして、極めてレアなケースではあるが、戸籍そのものではなくて、私自身がすでに台湾の籍を有していないということが分かる部分。これをお伝えするのは準備があるということはお示ししたところだ」
　《ここで記者会見の司会進行を務める芝博一幹事長代理が立ち上がり、次の質問を受け付ける前に「今日の戸籍関係についての発言（質問）はここまでにさせていただきたい」と発言。記者団に対し、公表の段取りなどについて説明を始める》
　《芝氏「今、整理をして、申請書類だったり証明書だったり、諸々の整理をしている。多分、明日の夕刻までには次の諸々の資料の提出をすべてオープンにする。１８日の最後の都議選の総括（ブロック会議）、それからその後、執行役員会と常任幹事会がある。それ以降に、説明を終えた以降に、本人が会見の場を持たせていただきたい」》
　《芝氏「今日この場でいろいろ皆さんはお聞きいただきたい部分があろうと思うが、今、手元に十分な資料もない。しっかりと見せるべきもの、公開すべきものは火曜日にお出しして、しっかりと説明した上で、それを見ていただいた上で、代表本人の意見というか質問を受けさせていただく形で約束する。明日夕刻までには１８日の日程確認をして皆さん方に連絡したい」》
　《質問しようと挙手した記者に対し、芝氏が「（公表する）内容についてはもう答えませんよ」と念押しした上で指名する》
　－－明日夕刻に何を出すのか
　《蓮舫氏は答えず、芝氏が再び口を開いた》
　《芝氏「明日夕刻、１８日までの日程感を出す。今それを整理中だ。経緯表も含めて、いろいろな形で法的な部分、政策部分も含めて出すと言っているので、書類を整理している。謄本だけ開示すればいい話ではないと思っているから、その分も含めて今、整理中だ。その整理が明日夕刻までにはしっかりと用意できることは確認できると思う。できる限り夕刻と言わず、分かった段階で１８日の日程をお示しする」》
　《芝氏「１８日、はっきりしているのは、冒頭、最終的なブロック会議での都議選総括がある。その後、執行役員会、常任幹事会がセットされている。それまでにいろいろな証明書類、必要書類等々を踏まえて、皆さんに開示する。この説明はしっかりとした立場の人間が、党のほうでも弁護士、そして大串博志政調会長のほうでやらせていただく」》
　《芝氏「その後、執行役員会、常任幹事会があって、そこでもきちんと説明した上で、それ以降、早急に代表が会見をさせていただく。そこで十分にお答えしたい。経緯について他にあれば（質問を）どうぞ」》
　－－会見も同じ日に開くのか
　《芝氏「はい、会見も同じ日にやらせていただく」》
　－－党綱領で共生社会の実現や多様性の重視をうたっている。看板に偽りありではないか
　《芝氏「賛否両論あろうと思う。いろんなお考え、質問もあろうとも思う。そこの部分はしっかりと１８日に時間を取らせていただく。出すべきもの、公開すべきものは全てして、本人への質問も受けさせていただくので、意見については、今日はいろんな部分を含めて控えさせてください。経緯についてなら（質問しても）結構だ。内容については、コメントの部分は待ってください」》
産経新聞2017.7.13 20:08更新 
【民進・蓮舫代表会見詳報（下）】「私は多様性の象徴」「差別主義者の声には屈しない」

民進党の定例会見に臨む蓮舫代表＝１３日午後、国会（春名中撮影）
　《記者団の質問に蓮舫代表は答えず、司会進行役の芝博一幹事長代理の説明が続く》
　－－説明責任といったが、何について説明するのかさっぱり分からない。二重国籍のことなのか、説明が二転三転したことなのか
　《芝氏が引き続き答えていく。「その全てをきちっと説明したい。それは謄本だけの開示ではなし、本来これはすべきではないと思っているが、謄本だけの開示じゃなしに、これまでの離脱であったり、いろんな部分も含めての申請の書類、パスポート等も踏まえて、あらゆる限りの書類関係をそろえて用意させていただいている」》
　《芝氏「当日、事前にそのために時間を取って十分ブリーフさせていただく。レクチャー、説明会は開かせていただいた上で、その上で少し時間をおいて代表の会見をさせていただく。こういう形でやらせていただくので、説明してすぐ、なかなか時間もかかると思うから、そこの部分でご理解をいただきたい。今日はそこまでしかお答えできない」。蓮舫氏は押し黙ったままだ》
　－－民進党というムラでは女しゅう長いじめをしていると私にはみえる。これが民進党の体質なんだと、背中から鉄砲を撃つということではないか
　《芝氏「そのことも中身なものだから、当日しっかりと時間を取らせていただく」》
　－－確認だが、１８日は謄本を含めた…
　《芝氏が「諸々の資料、全て出させていただく」と答えたところで、ようやく蓮舫氏が口を開いた》
　「いや、すみません。日程等の確認だ。何を資料でお示しするかも含めて、今、聞かないでください。全部こちらで今、弁護士を含めて整理をしている」
　「（公的資料の公表は）多様性を否定するものでもなく、わが党の仲間が私をどうのこうのというものでもない。私は多様性の象徴だと思っている。その部分では、共生社会をつくりたいという民進党の理念には一点の曇りもない」
　「ただ、そこに対して若干の曇りが私自身の二転三転した説明にあるという疑念がなお残っているのであれば、それは明確にさせていただきたい。そのことに尽きる」
　－－蓮舫氏は台湾籍を有していない部分を伝えると言ったが、一方で芝氏はあらゆるものを出すと言った。どうなのか確認させてほしい
　「芝さんの言いぶりがちょっとざっくり、広いだけだと思う（笑）。そこも含めて整理する」
　《芝氏「全てを整理してお話しする。至らぬところは私の責任だ。他に、違う話題で（質問を）どうぞ」》
　－－都議選で反安倍政権の受け皿になれなかった最大の原因は何だと考えるか
　「そこも含めて、１８日までブロック会議があるので、まずは皆さんの意見をうかがって、総括を執行役員会も開いて決めていく。ブロック会議の途中で私からこうだと限定的なことを言う立場には今ない」
　－－都議選の責任の取り方について。「東京選挙区の最も厳しい所で退路を断って戦うことで範を示してほしい」という意見がある。これは戸籍いじめと違って真っ当だと思うが、受け止めは。いつ戦うとおっしゃっていただけるのか
　「最終的な調整は今しているところなので、ちゃんと判断ができたときにはご報告する」
　－－反安倍の受け皿となるための総括案の方向性は
　「都議選は惨敗だ。なんで負けたのかをしっかり総括して、その途中経過で今、仲間の大事な声をうかがっているところだ。それを聞いた上で、何が足りなくて、何を打ち出して、どうすればわれわれがしっかりと選択していただける政党になれるのか。積極的な支持をいただけるのか。そういうふうに認識していただける民進党になれるのかをまとめていくのはとても大事だ」
　－－国籍問題への対応に関し、党所属議員の間には疑問の声がある。その声を差別主義者・排外主義者と一くくりにしているのではないか
　「それは受け止めが完全に間違っている。差別主義者やレイシストの方たちの声には私は屈しないし、世の中一般的に絶対にあってはいけない。それと党内の声は別だ」
民進 蓮舫代表 １８日に国籍に関する資料公表の考え
NHK7月13日 17時33分
民進党の蓮舫代表は記者会見で、みずからのいわゆる「二重国籍」問題について、今月１８日に国籍に関する資料を公表し、説明責任を果たしたいという考えを示しました。
この中で、民進党の蓮舫代表は、みずからのいわゆる「二重国籍」問題について、「野党第１党の党首として、安倍総理大臣に強く説明責任を求めている立場から、戸籍そのものではなく、すでに台湾籍を有していないことがわかる部分をお伝えする」と述べ、今月１８日に国籍に関する資料を公表する考えを示しました。
そのうえで、蓮舫氏は「私は『多様性の象徴』だと思っており、共生社会を作りたいという党の理念に一点の曇りもない。ただ、私自身の二転三転した説明に若干の曇りがあるという疑念が残っているのであれば、それは明確にしたい」と述べました。
一方、蓮舫氏は「戸籍はすぐれて個人のプライバシーに属するもので、『差別主義者』や『排外主義者』の人たちから言われて公開するようなことは絶対にあってはならず、その前例にしてはいけない」と述べました。
産経新聞2017.7.13 21:51更新 
経済同友会夏季セミナー、骨太方針に批判噴出

経済同友会の夏季セミナーであいさつする小林喜光代表幹事＝１３日、長野県軽井沢町（平尾孝撮影）
　経済同友会の夏季セミナーが１３日、長野県軽井沢町で開幕した。この日は財政再建について議論が行われ、政府の経済財政運営の指針「骨太方針」に対し、消費税率の１０％への引き上げが記載されなかったことなどから財政健全化を後退させるとして懸念や批判が相次いだ。
　小林喜光代表幹事は「今後、同友会としての問題解決に向けた運動論や具体的な行動についても検討していきたい」と述べた。
経済同友会セミナー「財政は危機的 抜本改革を」
NHK7月13日 20時18分
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企業経営者が経済や政治の課題を議論する経済同友会の夏季セミナーが長野県軽井沢町で始まり、日本の財政と社会保障制度は危機的な状況にあるとして、消費税率の引き上げなど抜本的な改革が必要だという意見が相次ぎました。
セミナーには経済同友会の会員の企業経営者など３０人余りが参加し、はじめに小林代表幹事が「財政の健全化と社会保障などを巡る相矛盾する状況や、不都合な真実を直視し、最適解を見いだしていくことが重要だ」とあいさつしました。
このあと、厳しさを増す日本の財政について議論が行われ、参加した経営者からは「このままでは社会保障制度を持続できない危機的な状況にあり、抜本的な改革が必要だ」とか「政治家は消費税率の引き上げをタブーにすべきではない」といった意見が相次ぎました。
経済同友会のセミナーは１４日まで開かれ、働き方改革や憲法問題などについて討議し、その成果を提言として取りまとめることにしています。
「残業代ゼロ」修正で一致　連合要請、首相受け入れ

共同通信2017/7/13 22:07
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労働基準法改正案について安倍首相と会談後、報道陣の取材に応じる連合の神津里季生会長＝13日夕、首相官邸

　安倍晋三首相と連合の神津里季生会長は13日、高収入の一部専門職を残業代支払いなどの労働時間規制から外す新制度を含む労働基準法改正案を巡り、年104日の休日義務付けなど働き過ぎを防ぐ措置を強化するよう修正する方向で一致した。「残業代ゼロ」と反対してきた連合が事実上容認に転じたことで、秋の臨時国会で働き方改革関連法案と一括審議され、成立する可能性が出てきた。ただ、連合が容認に転じることには組織内にも批判がある。

　安倍首相と神津氏、経団連の榊原定征会長の政労使トップが来週にも会談。健康確保措置の強化で合意するとみられる。

「残業代ゼロ」修正、首相「検討」　連合会長の要求に
朝日新聞デジタル2017年7月13日18時59分
　連合の神津里季生（りきお）会長は１３日夕、安倍晋三首相と首相官邸で会い、専門職で年収の高い人を労働時間の規制から外す「高度プロフェッショナル制度」について、働き過ぎを防ぐ対策を手厚くする修正を求めた。安倍首相はこの要求を「しっかり受け止めて検討する」と答えたという。
　これを受けて政府、経団連、連合は近く「政労使合意」を結び、政府は今秋の臨時国会にこの制度の新設を盛り込んだ労働基準法改正案を出し直す見通しだ。
　神津会長は首相との会談後、この修正要求について「ギリギリ譲ることのできない一線だと思って示した」と記者団に語った。
産経新聞2017.7.13 20:14更新 
安倍晋三首相「残業代ゼロ法案」修正を表明　神津里季生連合会長と会談、容認へ
　安倍晋三首相は１３日、連合の神（こう）津（づ）里（り）季（き）生（お）会長と首相官邸で会談し、高収入の一部専門職を残業代支払いなどの労働時間規制から外す「高度プロフェッショナル制度」を盛り込んだ労働基準法改正案について、修正を検討する方針を表明した。神津氏は会談後、記者団に健康確保措置が強化されれば事実上容認する考えを示した。
　政府は秋の臨時国会で残業の上限規制などを柱とした働き方改革関連法案を提出する予定で、野党が「残業代ゼロ法案」と批判してきた提出済みの労基法改正案と一本化し、成立を目指す。
　会談では、神津氏が年１０４日の休日確保を義務付けるなど対象労働者の働き過ぎを防ぐ措置を強めるよう要請した。神津氏によると、首相は「しっかり受け止めて検討する。政労使３者で合意が図れるのが望ましいので、政府として経団連に対応する」と述べたという。来週中にも政労使での合意を予定している。
　高度プロフェッショナル制度は、年収１０７５万円以上の金融ディーラーや研究開発といった専門職が対象となる。修正案では休日確保を義務付けるほか、追加措置として（１）終業から始業の間に一定の休息を設ける「勤務間インターバル」（２）働く時間の上限設定（３）連続２週間の休日取得－などから選ばせ、働き過ぎ防止を図る。
　また、労基法改正案には裁量労働制の拡大も含まれるが、修正案では対象業務を明確化する方向だ。
安倍首相と連合会長会談 労働基準法改正案修正へ
NHK7月13日 19時05分 
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安倍総理大臣は連合の神津会長と会談し、働いた時間ではなく、成果で評価するとした労働基準法の改正案について、連合側が求めている年間１０４日以上の休日確保の義務化などの要望を踏まえ、修正に応じる考えを示しました。
働いた時間ではなく成果で評価するとして、労働時間の規制から外す「高度プロフェッショナル制度」を盛り込んだ労働基準法の改正案は、おととし４月に国会に提出されたものの、民進党は「残業代ゼロ法案だ」などとして撤回を求めていて、審議入りしないまま、継続審議となっています。
こうした中、安倍総理大臣は連合の神津会長と総理大臣官邸で会談し、神津会長は、改正案は長時間労働を助長しかねないとして、対象となる労働者の健康を確保する措置を強化するための修正を求めました。
具体的には、使用者に対して年間１０４日以上の休日の確保を義務化することに加え、仕事を終えてから次の日の仕事を始めるまでに一定の休息時間を確保する「勤務間インターバル」の確保や臨時の健康診断などを、使用者が選択的に実施すべきだなどとしています。
これに対し、安倍総理大臣は「しっかりと受け止めて検討する。政労使の３者での合意が必要なので、経団連とも調整する」と述べ、修正に応じる考えを示しました。
政府は近く経団連の榊原会長も加わった政労使の３者によるトップ会談で、こうした方針を確認することにしていて、修正に向けた協議が本格化する見通しです。
連合会長「最低限の健康確保措置を」
連合の神津会長は、記者団に対し、「長時間労働を拡大しかねない制度の導入を盛り込んだ改正案が、そのままの形で成立するのは耐えられず、できるかぎり是正を求めることが連合としての責任だ。そもそも制度が必要なのかという疑念は根底にあり、撤回が望ましいが、過労死がある現実を見たときに、最低限の健康確保措置だけでもお願いしたい」と述べました。
そのうえで、神津会長は「改正案の賛否は、きょうの要請の結果も含めて、全体がどういう法案になるのかを見たうえで、内部の議論も丁寧に進めながら総合的に判断することになる」と述べました。
高度プロフェッショナル制度とは
高度プロフェッショナル制度は、高度な専門的知識があり、年収が一定以上の人が対象となります。
労働基準法では企業が従業員に１日８時間、もしくは週４０時間を超えて働かせた場合は、一定の割増賃金を支払わなければならないと定めています。
一方、高度プロフェッショナル制度の対象者は、働いた時間ではなく成果で評価されるため、労働時間の規制から外れ、残業や休日出勤をしても割増賃金は支払われません。
この制度の対象は、年収が１０７５万円以上で、証券会社のアナリストやコンサルタント、医薬品開発の研究者などが想定されていて、具体的には法案の成立後、厚生労働省の省令で定められる予定です。
制度を導入することによって効率的な働き方が可能となり、生産性が高まるという考えがある一方で、企業が残業代を支払わなくてもよくなることで、働く側は、より長時間労働を強いられることになるのではないかという指摘もあります。
同友会代表幹事「最終的に妥協点を」
政府と連合のトップ会談が行われたことについて、経済同友会の小林代表幹事は、長野県軽井沢町で記者団に対し、「これまで２，３年塩漬けになっていたので、連合の神津代表と安倍総理大臣が最終的な妥協点を見いだしてもらえれば非常にありがたい」と述べました。
また連合側が労働者の健康を確保する措置を強化するため、年間１０４日以上の休日確保の義務化などを求めていることについて、小林代表幹事は、「特に大きな問題があるとは思わない」と述べ、経営側としても容認できるという認識を示しました。
労働基準法の改正案に盛り込まれた「高度プロフェッショナル制度」について、経済界では、企業が、高い専門能力を持つ国内外の優秀な人材をひきつけ、競争力を高めることができる制度だとして、法案の早期成立を期待する声が高まっています。
連合傘下の一部労組から反発の声
連合が労働基準法改正案の修正を政府に要請したことについて、傘下の労働組合の一部からは反発の声が上がっています。
労働組合がない企業の正社員や非正規労働者などで作る「全国コミュニティ・ユニオン連合会」は１２日夜、連合本部に反対声明を送りました。
この中で鈴木剛会長は「連合はこれまで高度プロフェッショナル制度の導入は行わないと明言していたのに、制度の容認を前提とした修正案を政府に提出することは、これまでの方針に反する」などとしています。
そのうえで「長時間労働の是正を呼びかけてきた組合員に対する裏切り行為で、断じて認めるわけにはいかない」として強く批判しています。
「日本は核廃絶の先頭に」＝禁止条約採択で被爆者団体－長崎
　国連で核兵器禁止条約が採択されたことを受けて、長崎の被爆者５団体は１３日、長崎市内で記者会見し、「条約採択を心から喜ぶ。日本政府は早急に条約を批准し、核兵器廃絶の先頭に立て」とする声明を発表した。５団体は首相官邸や外務省に声明文を送付する。
　５団体は声明で、「核保有国や核の傘の下にいる国をどのように参加させ、全ての核兵器を廃棄へ導くか困難な作業が待っている。その主要な役割を担うべきは、日本政府だ」と指摘。「身をもって核兵器の残虐さを体験してきたから説得力を持つはずだ」と強調した。（時事通信2017/07/13-15:09）
米軍縮大使　核兵器禁止条約の実効性に疑問呈す
毎日新聞2017年7月13日 09時00分(最終更新 7月13日 09時00分)
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米国のロバート・ウッド軍縮大使
「核抑止力が欧州やアジアの平和と安全維持してきた」 
　【ウィーン三木幸治】核兵器禁止条約が国連本部で採択されたことを受け、条約に反対する米国のロバート・ウッド軍縮大使が１１日、毎日新聞の電話取材に応じた。ウッド氏は「核兵器禁止条約の参加国が北朝鮮の核兵器や弾道ミサイルを防ぐ答えを持っていない」と述べ、条約の実効性に疑問を呈した。そのうえで「核抑止力こそが長年にわたって欧州やアジアの平和と安全を維持してきた」と訴え、現状での核保有の正当性を強調した。 
　ウッド氏は▽条約に核保有国が参加しておらず、核軍縮を一歩も進めることができない▽核兵器廃棄などの検証計画がない－－と指摘し、「（参加国が）いい気持ちになるための条約でしかない」と批判。米国が核兵器を更新している理由については「ロシア、中国が急速に核兵器を更新している」ことなどを挙げ、「核兵器レースをするつもりはないが、（安全保障上の）現実を理解することが必要だ。核兵器禁止条約は両国（の核政策）に何の影響も与えない」と主張した。 
　核拡散防止条約（ＮＰＴ）は、核保有国による核軍縮を定めると同時に、非核保有国が原子力を平和利用する権利を認めている。ウッド氏は、双方の利益のためには「妥協が必要」と指摘する一方、「核兵器禁止条約によって（条約）参加国は（核保有国に）妥協しなくなる」と見通し、核軍縮に貢献してきたＮＰＴ体制の結束が危うくなると懸念した。 
　また、交渉に参加しなかった日本などに対して「（事前に）米国の立場を話してきた」と明かしたうえ「日本政府は条約が国益に沿わないと感じていたのは明らかだ」と述べた。今後も「日本などと条約について協議を続けていく」と表明し、関係各国に対して「条約が安全保障に与える影響を考え、署名をしないことを望む」と訴えた。 
米大統領選　トランプ票調査４４州拒否「不正」証明できず
毎日新聞2017年7月13日 21時58分(最終更新 7月13日 22時02分)
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昨年の米大統領選結果
　【ワシントン山本太一】米メディアによると、昨年の米大統領選で不正があったかどうかを調べるトランプ大統領の諮問委員会が全米５０州政府と首都ワシントンＤＣに投票者に関する情報提供を要請したところ、４４州とＤＣが全面協力をしない方針であることが分かった。大統領選を巡るロシアとの癒着疑惑に揺れるトランプ政権だが、調査に対する自治体の非協力的な姿勢は、当選の「正当性」を主張したいトランプ氏にとって新たな痛手といえそうだ。 
　ペンス副大統領を委員長とする委員会は今年５月、トランプ氏の指示で大統領選と連邦議会選で不正を調べ、改善策を提言するために設置された。 
　大統領選で選挙人の過半数を獲得して当選したトランプ氏だが、総得票数では民主党候補のクリントン元国務長官に約３００万票の差をつけられた。この結果について、トランプ氏は「数百万人が不正投票した」と主張。委員会の調査で不正投票が裏付けられれば、「正当に選ばれた米大統領」と改めて主張できるという狙いがあったとみられる。 
　委員会は６月下旬、選挙人名簿登録者の氏名や住所、生年月日、２００６年以降の選挙での投票先、個人に割り振られた社会保障番号の下４桁などの個人情報の提供を求める文書を各州に送付した。 
　だが、米ＣＮＮによると、「幅広い不正があったとする委員会設置の理由自体が虚偽」（南部バージニア州）、「要請のあった情報の開示は州法で禁じられている」（西部オレゴン州）などの反発があった。４４州とＤＣは求められたすべての項目で情報を提供せず、残る６州は対応を検討したり、取材に応じなかったりしたなどとしている。 
　市民の間でも反対の動きが広がった。住民のプライバシー擁護を目指すＮＰＯ「電子プライバシー情報センター」が今月上旬、情報収集の停止を求めて、ワシントン連邦地裁に政権を訴えるなど、複数の団体が訴訟を起こした。 
　各州が委員会の要請に懸念を示し始めた後の今月１日、トランプ氏は「彼らは何かを隠そうとしているのか」とツイートし、不満をあらわにしていた。 
ことば「米大統領選」 
　州ごとに投票が行われ、勝利した候補がその州に割り当てられた選挙人を総取りする。選挙人総数（５３８人）の過半数を獲得すれば当選で、全米での総得票数の勝敗とは異なる場合がある。２０００年大統領選でも、共和党のブッシュ候補が民主党のゴア候補より総得票数は少なかったが、過半数の選挙人を獲得し、当選した。 
劉暁波氏死去＝ノーベル平和賞、民主化運動象徴－習体制に高まる批判・中国


中国の民主活動家、劉暁波氏（ＡＦＰ＝時事）
　【北京時事】中国の民主活動家でノーベル平和賞を受賞した作家の劉暁波氏が１３日、末期の肝臓がんと診断され、入院していた遼寧省瀋陽市の病院で多臓器不全のため死去した。６１歳だった。市司法局が発表した。
　厳しい弾圧にもかかわらず、非暴力の反政府活動を続け、中国の民主化運動の象徴となっていた。病状が深刻になるまで投獄していた習近平指導部に対する国際的な批判が高まるのは確実だ。
　中国当局によると、劉氏は５月末の検査で異常が判明した後、病院に移された。死期が近づいてから刑務所外に出るのを認めたのは、「少しでも内外の批判を和らげるためだった」（日本政府高官）という見方が強い。
　米国やドイツなど欧州諸国は、一貫して劉氏の釈放を求めてきた。これに対し、中国政府は「内政干渉だ」と反発。劉氏が病院に移されたことが６月２６日に判明した後も、中国側は「国外移送は危険」と主張した。劉氏が海外での治療を希望し、診察した米独両国の医師が今月９日に「適切な医療支援があれば安全に（海外に）移送できる」との見解を示したにもかかわらず、中国当局や病院が出国を認めることはなかった。
　劉氏は１９８９年に滞在していた米国から帰国し、民主化運動に合流してハンストに参加。当局が学生らを武力弾圧した天安門事件の後に投獄された。多くの活動家が国外に亡命する中、釈放後も国内にとどまり活動を継続した。
　２００８年に共産党一党独裁の廃止を求めた「０８憲章」の起草者となり、０９年に国家政権転覆扇動罪で懲役１１年の判決を受け、１０年に確定。同年、服役中にノーベル平和賞を受賞したが、中国政府は授与式への出席を認めなかった。刑期を終えた後、民主化を求める勢力のリーダーとして活躍することが期待されていた。（時事通信2017/07/13-23:42）
劉暁波氏が死去　中国の民主化訴え、獄中でノーベル賞
朝日新聞デジタル北京＝延与光貞2017年7月13日22時26分

劉暁波氏＝ロイター
　中国の民主化を訴えて投獄されたまま、ノーベル平和賞を受賞した著名な人権活動家で作家の劉暁波（リウシアオポー）氏（６１）が１３日、入院先の病院で死去した。遼寧省瀋陽市の司法局が発表した。今年６月に末期の肝臓がんと判明。刑務所外の病院で治療を受けていた。
　劉氏は北京師範大講師だった１９８９年、全国の学生らが北京の天安門広場で民主化を求める運動を始めると、研究のため滞在していた米国から戻ってデモに加わり、ハンストを指揮。軍による介入と弾圧の危険が高まると、友人３人と軍幹部との交渉に臨み、学生らを広場から撤退させた。軍が学生らに発砲した天安門事件の犠牲を減らした「四君子」とも称されたが、事件後は反革命罪で１年７カ月投獄された。
　出所後も国内にとどまって事件の犠牲者の名誉回復や民主化を求める運動に関わり、当局に繰り返し拘束されながら、政府や党の批判を続けた。
　北京五輪が開かれた２００８年、中国共産党の一党独裁の放棄や言論の自由などをインターネット上で呼びかける「０８憲章」の起草者の中心となった。多くの賛同署名が集まったが、中国当局は劉氏を国家政権転覆扇動容疑で逮捕。１０年２月に懲役１１年の実刑判決が確定し、遼寧省錦州の刑務所に収容された。
　同年１０月、ノルウェーのノーベル賞委員会は劉氏を「２０年以上にわたり、中国で基本的人権の適用を唱え、人権を求める幅広い闘いの最大の象徴になった」と評価して平和賞の授与を決定。服役中の劉氏は授賞式に出席できなかったが、怨恨（えんこん）や暴力を乗り越えながら民主化を目指そうとする劉氏の「私には敵はいない」という言葉が読み上げられた。
　これに対し、中国政府は「内政干渉だ」として激しく反発。ノルウェーとの外交問題にも発展したが、劉氏の受賞は中国の人権状況に対し、改めて世界の注目を集める役割を果たした。
　今年５月末、服役していた刑務所で腹部に異常が見つかり、当局は６月になって末期の肝臓がんであることを公表。劉氏は妻の劉霞（リウシア）氏（５６）らとともに出国し、ドイツか米国で治療することを希望していた。今月８日に診察した独米の医師は「安全な移送は可能」としていたが、中国当局が出国を許可しなかった。
　今年秋に共産党の最高指導部が替わる党大会を控えるなか、世界的な知名度を持ち、党や政府に批判的な劉氏を海外に出せば、再び批判を始めることを恐れたとの見方もある。
　当局に拘束されながらノーベル平和賞を受けた人が自由を奪われたまま死去するのは、ナチス・ドイツに立ち向かい１９３８年に死亡したドイツの平和運動家、カール・オシエツキー氏以来。（北京＝延与光貞）
劉暁波氏　死去６１歳　中国の民主活動家、ノーベル平和賞
毎日新聞2017年7月13日 22時27分(最終更新 7月14日 00時54分)




劉暁波氏＝ＡＰ
　【瀋陽（中国遼寧省）林哲平】中国の民主活動家でノーベル平和賞受賞者の劉暁波（りゅう・ぎょうは）氏が１３日午後５時３５分（日本時間同６時３５分）、多臓器不全のため、遼寧省瀋陽の病院で死去した。６１歳だった。瀋陽市司法局が発表した。劉氏は、中国共産党の独裁を批判し、自由や民主の尊重を求める２００８年１２月発表の宣言文「０８憲章」の起案を主導した。劉氏は国外での治療を希望していただけに、許可しなかった中国政府は国際社会の批判に直面している。 
　１９５５年、中国吉林省生まれ。北京師範大講師だった８８年に渡米し、民主化活動に参加。８９年４月に帰国し、天安門広場でハンストを決行して「天安門広場の四君子」の一人に数えられた。天安門事件後に拘束されたが、釈放後も中国で言論活動を続けた。 
　１０年２月には国家政権転覆扇動罪で懲役１１年の刑が確定。同年のノーベル平和賞は獄中での受賞になり、授賞式にも出席できなかった。授賞式では「私自身が中国で続いてきた『文字獄（言論弾圧）』の最後の犠牲者となることを望む」との劉氏の文章が代読された。 
　中国司法当局によると、劉氏は５月３１日の定期健康診断で異常が見つかり、その後、肝臓がんの全身転移が確認された。６月末には遼寧省錦州の刑務所から瀋陽の病院に移送し、８人の専門医が適切に治療していたと主張している。 
　だが、ドイツやフランス、米国などは直前まで劉氏の出国を求め、病状が重く出国できないとする中国当局と交渉を続けた。中国側が受け入れ、劉氏を診察した米独の医師は９日、連名の声明で、出国可能とする見解を表明していた。 
　劉氏の支援者によると、妻の劉霞さんの抑うつ状態が悪化したため、一貫して中国にとどまり、民主化を訴えてきた劉氏も夫婦での出国に同意していた。劉氏の出国希望が伝えられると、７月１日に返還２０周年を迎えた香港では、中国の民主化を求めるデモ行進などで劉氏釈放が叫ばれた。 
劉暁波氏が死去　中国民主活動家、獄中でノーベル平和賞 
日経新聞2017/7/13 23:11
　【北京＝高橋哲史】2010年に獄中でノーベル平和賞を受賞した中国の民主化運動を象徴する活動家、劉暁波氏が13日、多臓器不全で死去した。61歳だった。末期の肝臓がんと診断され、国外での治療を強く希望していたが最後まで出国を認められず、国際社会が中国を批判していた。
　劉氏が入院していた病院のある遼寧省瀋陽の司法当局が公表した。肝臓がんを患っていた劉氏は５月下旬に刑務所の外で治療を受ける手続きを取っていた。
　劉氏は学生らの民主化運動を人民解放軍が鎮圧した1989年の天安門事件の直前に、広場でハンストを実行した知識人の一人。2008年に他の民主活動家らといっしょに共産党の独裁廃止や司法の独立などを求める「08憲章」を起草した。
　同年末に当局に身柄を拘束され、10年２月に「国家政権転覆扇動罪」で懲役11年の実刑判決が確定した。
　10年12月に「中国の人権状況の改善に向けた闘いの最も重要な象徴となった」としてノーベル平和賞を受賞した。中国大陸に暮らす中国人としては初のノーベル賞だったが、中国政府は「劉氏は犯罪者だ」として親族を含め授賞式に出席するのを認めなかった。
産経新聞2017.7.13 22:24更新 
中国の民主活動家、劉暁波氏が死去　獄中でノーベル平和賞受賞　末期がん診断、病院に移送後

劉暁波氏 
　【北京＝西見由章】２０１０年に獄中でノーベル平和賞を受賞した中国の民主活動家、劉暁波氏が１３日、多臓器不全のため、入院先の中国医科大付属第一病院（遼寧省瀋陽）で死去した。６１歳だった。瀋陽市司法局が発表した。劉氏は０８年１２月に中国共産党一党独裁の廃止などを求めた「０８憲章」を起草したため「国家政権転覆扇動罪」に問われ服役。今年６月に末期の肝臓がんと診断され、遼寧省錦州の刑務所から病院に移送され治療を受けていた。
　劉氏と妻の劉霞氏（５６）は国外での治療を希望し、ドイツと米国、フランスなどが劉氏らの受け入れ姿勢を示していたが、中国当局は病状悪化を理由に最後まで移送を拒んだ。中国の民主化運動を象徴する存在だった劉氏が服役中に突然“不治の病”を宣告され、当局の監視下に置かれたまま死去したことで、今年秋に５年に１度の中国共産党大会を控える習近平指導部が国内外の厳しい批判にさらされるのは必至だ。
　劉暁波氏は１９５５年、吉林省長春生まれ。北京師範大で文学博士号を取得後、米コロンビア大の客員研究員などを歴任した。８９年４月、北京・天安門広場付近での学生運動の高まりを受けて帰国した。劉氏は天安門広場でのハンガーストライキにも参加したが、学生自身に対して民主的な運動のあり方を要求。戒厳部隊が天安門広場を包囲した６月４日未明には、部隊側と交渉にあたって大部分の学生らを無事に撤収させたが、学生運動の黒幕として拘束され「反革命宣伝扇動罪」に問われた。
　０８年１２月に劉氏が中心となって起草した「０８憲章」は「共産党が政治、経済、社会の資源を独占している」と主張し、憲法改正や司法の独立、公職選挙の実施などを求めた。劉氏は同憲章公表直前に当局に拘束され、０９年１２月に国家政権転覆扇動罪で懲役１１年の判決を言い渡され、翌１０年に判決が確定した。
　同１０月には「中国での基本的人権を求める長期にわたる非暴力の闘い」を授賞理由として獄中でノーベル平和賞を受賞した。
産経新聞2017.7.14 00:51更新 
【劉暁波氏死去】世界が追悼、中国対応への批判も　「中国と世界の人権運動、英雄を失った」

１３日、香港にある中国政府の出先機関「香港連絡弁公室」前で、劉暁波氏を哀悼する支援者ら（共同）
　中国の民主活動家、劉暁波氏の死去を受け、国連機関や各国首脳らは中国政府の対応を批判したほか、各国メディアも劉氏の半生を振り返る記事をサイト上に相次いで掲載した。
　ノルウェーのノーベル賞委員会のレイスアンデルセン委員長は「中国政府は、彼の早すぎる死に対して重い責任を負っている」と中国を批判する声明を発表。国連のゼイド人権高等弁務官は「深い悲しみを表する」とした上で「中国と世界の人権運動は、生涯を人権擁護と促進に捧げた英雄を失った」との声明を出した。ドイツのメルケル首相も劉氏の死去に「悲しんでいる」とした上で「人権と言論の自由のための勇敢な闘士だった」とたたえた。
　仏紙ルモンド（電子版）は、中国が劉氏の問題を「欧米と（民主主義など）普遍的価値の非難に利用している」と批判。米紙ワシントン・ポスト（電子版）社説で「劉氏は現代の権威主義を代表する中国の体制と最期まで執拗に、しかし平和的に戦い続けた」と論評した。
　香港メディアは劉氏の半生を振り返る特集記事をサイト上に掲載。週刊紙「香港０１」は妻の劉霞氏が７年間、軟禁状態にあることを指摘し、「その理由は国家の敵の妻であることだけだ」と訴えた。
　台湾の中央通信社は２００８年に単独インタビューした記者の回想記事を配信した。一方、台湾在住の天安門事件の元学生指導者、王丹氏は「偉大な人が私たちのもとを去った。一つの明かりが消えた」との声明を発表。その上で、劉氏の死は「第２の六・四（天安門事件）であり、赤裸々な政治謀殺だ」と中国共産党を非難した。（台北　田中靖人、ロンドン　岡部伸、ベルリン　宮下日出男、ワシントン　黒瀬悦成）
劉暁波氏 死去 中国の民主化運動の象徴的存在
NHK7月13日 23時32分 
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中国の民主化運動の象徴的な存在で、服役中にノーベル平和賞を受賞した、作家の劉暁波氏が１３日、亡くなりました。６１歳でした。
劉暁波氏は中国東北部の吉林省の出身で、北京師範大学に在籍していた１９８０年代半ばに、文芸評論家として、中国の民主化の重要性を訴えて注目されました。１９８９年の天安門事件の際には、民主化を求める学生らの運動の中心メンバーとなり、その後も政治改革の必要性を訴える評論などを発表し続けました。
２００８年には中国の民主化の必要性を訴え、共産党の１党支配を批判した「０８憲章」と呼ばれる文章を発表し、国家と政権の転覆をあおった罪に問われ、懲役１１年の判決を受け、刑務所に収監されました。
劉氏は服役中の２０１０年に「中国で、基本的人権のための闘いを一貫した非暴力の姿勢で続けてきた」として、ノーベル平和賞を受賞しましたが、中国政府は授賞式への出席を許さず、世界中から注目を集めました。
その後も、服役を続けていた劉氏は末期がんと診断されたため、先月、仮釈放され、中国東北部の遼寧省の瀋陽にある病院で治療を続けていましたが、瀋陽市の司法局によりますと、１３日、亡くなったということです。６１歳でした。
劉氏をめぐっては、本人や家族が、ドイツやアメリカでの治療を希望していましたが、中国側が認めず、実現しませんでした。アメリカやＥＵ＝ヨーロッパ連合などは、長年にわたり、劉氏の早期釈放を繰り返し求めてきましたが、中国政府はあくまでも「犯罪者だ」として、劉氏の収監を続け自由を与えなかったことから、中国政府の人権問題に対する姿勢が改めて問われることになりそうです。
司法局 劉氏の活動内容には触れず
劉暁波氏の死亡は、入院していた病院のある瀋陽の司法局のホームページ上で、１３日夜、公表されました。
それによりますと、劉暁波氏は国家と政権の転覆をあおった罪で懲役１１年の判決を受けていたものの、服役中に肝臓がんを患い、１３日、治療のかいなく、死亡したとしています。
発表では、劉氏がノーベル平和賞を受賞したことや、これまでの活動については一切触れられていません。
ＢＢＣ「中国が消すことができなかった男」
劉暁波氏が亡くなったことを各国メディアも速報で伝えました。
イギリスの公共放送、ＢＢＣは、劉暁波氏が亡くなったことを速報で伝えたほか、ツイッターに「中国が消すことができなかった男」として、劉氏のこれまでを振り返る１分余りの動画を掲載しました。動画では最後に「彼は、中国に最も影響を与えた政治活動家、そして作家の一人として、人々の心の中に残り続けるだろう」と結んでいます。
「私に敵はいない」 その信念は
中国共産党を痛烈に批判をした劉暁波氏は、当局からの締めつけが厳しくなっても、「私には敵はいない」という考え方を示し、国内外で、その考え方は平和的で、理性的なものだと受け止められてきました。
「私には敵はいない」という言葉は２００９年、劉氏が裁判の判決に先立って、書き上げた文章の中にも、繰り返し使われています。この中で、劉氏は「私には敵はいないし、恨みもない。私を監視する人も、取り調べる警察官も、起訴する検察官も、判決を言い渡す裁判官も、皆、私の敵ではない。私は彼らの仕事と人格を尊重する。恨みは個人の知恵や良識をむしばみ、社会の寛容性や人間性を壊し、１つの国家が自由で民主的なものへと向かうことを阻むものだ」と記しています。
そのうえで、「私は望んでいる。私の国が表現の自由のある場所となり、異なる価値観や信仰、政治的な考え方が共存できるようになることを。私は望んでいる。私が、中国で、文章を理由に刑務所に入る最後の被害者となることを、そして、今後、言論を理由に罪とされる人がいなくなることを。」としています。
この文章は、劉氏本人が出席できなかった、２０１０年のノーベル平和賞の授賞式でも読み上げられました。
一方、中国共産党系のメディア、「環球時報」は先月、評論記事を掲載し、この言葉を引用して、「劉氏は『敵はいない』と宣言しながらも、中国憲法を敵とみなし、政治制度を変えることを目標としていた」として、劉氏を強く非難しています。
本人や親族不在の異例の授賞式
劉暁波氏は２０１０年にノーベル平和賞を受賞しましたが、中国政府が認めなかったため、劉氏本人はもちろん、劉氏の妻も授賞式に出席することができませんでした。
２０１０年のノーベル平和賞の授賞式では、劉氏は国家と政権の転覆をあおった罪で服役していたほか、劉氏の妻も、中国政府によって事実上の軟禁状態に置かれ、出席できませんでした。
このため、授賞式の会場には出席できない劉氏の代わりに巨大な肖像が掲げられたほか、劉氏のための空席のいすが設けられ、受賞者に贈られるメダルと賞状が置かれました。そして、会場では劉氏が過去に執筆した「いつか中国が、異なる価値観や考え方を共存できる表現の自由のある国になることを望む」という言葉が読み上げられました。
授賞式に出席できなかったノーベル平和賞の受賞者は、１９９１年に受賞したミャンマーの民主化運動のリーダー、アウン・サン・スーチー氏や、１９８３年に受賞したポーランドの自主管理労働組合「連帯」のレフ・ワレサ議長、それに１９７５年に受賞したソビエトの反体制物理学者、アンドレイ・サハロフ博士などがいますが、いずれも親族が代理で出席しており、本人と親族がともに不在の式典は異例です。
一方、中国政府は式典を前に各国に授賞式に参加しないよう要求し、ロシアやイランなど中国に配慮したと見られる１７か国の代表が欠席するなどしました。
海外での治療希望した劉氏と拒んだ中国政府
劉暁波氏は２０１１年以降、中国東北部、遼寧省の刑務所で服役していましたが、末期の肝臓がんと診断され、先月から瀋陽市内の病院に移され、治療を続けていました。
支援者の話によりますと、劉氏や家族は国外での治療を希望したのに対し、アメリカやドイツなどの外交官が、劉氏らが医療機関の選択を自由にできるようにするよう、中国政府に要望したということです。
これに対して、中国外務省は「内政に干渉するな」として、あくまでも国内で治療を進める方針を示していました。
一方で、劉氏や家族は外部との接触ができない状態が続いたことから、国内外から、治療が適切に行われるのか、懸念の声が上がっていました。
そうした中、インターネット上には、当局側しか撮影できない劉氏本人と見られる男性が「健康に気遣ってもらい、感激している」として、当局への感謝を示す様子や、病院内で家族らが医師に頭をさげて感謝する様子をとらえた映像が相次いで投稿され、当局側がみずからの対応を正当化するために、映像を流したものではないかと、指摘されていました。
さらに、今月８日には、病院は国際的に権威のあるアメリカやドイツの医師が劉氏の診察に当たったと発表し、国内外の懸念の払拭（ふっしょく）を図ろうとしていました。
一方、劉氏の友人たちは中国政府に向けた書簡を発表し、「余命が長くない中、劉氏を見舞いにいきたい」として、外部との接触や面会を認めるよう求めていましたが、結局、その願いがかなわぬまま、劉氏はこの世を去りました。
劉氏が外国行きを希望した理由は？
劉暁波氏は中国の民主化の必要性を訴え、当局から、繰り返し、拘束されたり、収監されたりしてきましたが、民主化を前進させるには、中国国内で言論活動を続ける必要があるとしてきました。
しかし、最近になって、一転して外国に行って、がんの治療を望むようになりました。その背景には、妻の劉霞さんの存在があると見られます。劉霞さんは、劉暁波氏が２０１０年にノーベル平和賞を受賞した直後から、北京市内の自宅で軟禁状態に置かれ、外部との接触をほとんど断たれたため、うつ状態になるなど、健康が悪化していました。
ただ、劉氏夫妻と長年のつきあいがある友人によりますと、劉霞さんは「刑務所にいる夫に心配をかけたくない」として、みずからが長期間、軟禁状態に置かれていることや、健康が悪化していることを、最近まで夫に伝えていなかったということです。
しかし、劉霞さんが、みずからの病状などを夫にありのまま、伝えたところ、劉氏が非常に心配し、妻の治療のためにも外国に行きたいという意向を示したことが、劉氏の支援者が先月、ツイッター上で公開した劉霞さんの直筆とされる手紙で明らかになりました。
劉氏の知人は「劉氏は、がんの病状が悪化する中で自分が死んだあとも、妻に対する自宅軟禁が続く可能性があることを心配して、外国行きを強く望むようになったのではないか」と話しています。
劉氏死去 最期の言葉は妻に向けたもの 病院の医師らが会見
NHK7月14日 5時01分
劉暁波氏の治療にあたった中国東北部、瀋陽の病院は１３日夜、外国メディア向けに記者会見を開き、劉氏への治療や亡くなる直前の状況などを説明し、最後の言葉は、主に妻に向けられたものだったことを明らかにしました。
劉暁波氏の治療を行った瀋陽にある「中国医科大学付属第一病院」の医師らは１３日夜遅く、病院近くのホテルで外国メディアに向けて、記者会見を行いました。
この中で、医師らは、劉氏が現地時間の１３日午後５時３５分に亡くなり、最後の瞬間には、妻や家族らが立ち会っていた事を明らかにしました。劉氏の最後の言葉は、主に妻に向けられたもので、幸せに暮らしてほしいという内容だったと言うことです。
劉氏が亡くなるまでの経緯については、先月７日に病院に移ったあとの検査では、肝臓がんはすでに全身に転移していて、進行も非常に速かったなどと説明しました。
また、劉氏や家族が希望していた外国での治療が実現しなかったことについては、劉氏の容体を考えるとリスクが高く、移送はふさわしくなかったと、改めて主張しました。
一方、会見では、病院でも劉氏や家族が自由に外部の人と接触できない状況が続いたことなどについても質問が出ましたが、明確な回答はありませんでした。
劉氏死去 ノーベル賞選考委「中国政府は重い責任負う」
NHK7月14日 4時16分
ノーベル平和賞の選考を行うノルウェーの委員会は劉暁波氏が亡くなったことを受けて、声明を発表しました。
声明は劉氏の死亡について、「落胆と深い悲しみを覚えた」としたうえで、「劉氏は自由や民主主義、そして、よりよい世界のために戦う、あらゆる人たちにとって、力強い象徴で、あり続けると確信している。劉氏の理想はろう獄に閉じ込めることはできないし、決して死ぬこともない」と、劉氏の功績をたたえました。
一方、声明では「劉氏は、いかなる犯罪行為もしておらず、市民としての権利を単に行使したにすぎない。彼が投獄されたのは不公正だ。彼の早すぎる死に中国政府は重い責任を負っている」として、劉氏に対する中国政府の一連の対応を厳しく批判しています。
米国務長官「正義と自由の追求に命ささげた」
アメリカのティラーソン国務長官は１３日、声明を出し、「中国で平和的な民主化運動を進めたため、長期に渡る懲役を科され、そのさなかに亡くなったノーベル平和賞の受賞者、劉暁波氏の死を悼む人たちに私も加わる。劉氏は中国の発展、正義と自由の追求に、命をささげた」として、哀悼の意を表しました。
そのうえで、「劉氏は自由や平等を求める闘いを通じて、ノーベル平和賞がたたえる精神を具現化した」と指摘し、劉氏がノーベル平和賞に選ばれたことに反発し、拘束を続けてきた中国政府を暗に批判しました。
また、ティラーソン長官は中国政府に対し、軟禁状態に置かれている劉暁波氏の妻の劉霞さんを解放し、本人が希望すれば出国を認めるよう求めました。
独首相「勇気ある闘士の死を悲しむ」
ドイツのメルケル首相は１３日、「人権と言論の自由のために戦った勇気ある闘士の死を悲しんでいる」と述べました。
ドイツ政府の報道官がツイッターで明らかにしました。ドイツ政府は治療のため、劉氏の受け入れを表明していましたが、出国を許可しなかった中国政府への批判は避けています。
また、シュタインマイヤー大統領は「勇敢な人権活動家で、ノーベル平和賞受賞者の死を深く悲しんでいる」と哀悼の意を示したうえで、「劉氏は中国のためにできるかぎりのことをしたいと望み、その彼が忘れられることはない」と述べました。
劉氏の友人「涙が枯れるほど泣いた」
国際的にも著名な人権活動家で、劉氏と１５年来の友人である北京在住の胡佳さんは「涙が枯れるほど泣いた。彼は平和を愛し、そして、平和的な手段で、中国の社会を発展させようとした人だった。彼は私の師匠であり、友であり、兄貴だった。そんな彼が国家の敵とみなされ、拘束されたまま、死んでしまった。彼との過ごした日々は、私の記憶から消えゆくことはなく、墓場まで持って行く」と述べ、劉氏の死を悼みました。
また、胡さんは、劉氏ががんと診断されたあとの一連の当局の対応について、「憤りを覚える。世界、そして、中国国内からも最期の時には、劉氏を自由にさせてほしいという声が上がっていた。劉氏や妻にとっては、死んだ場所は、病院という名のろう獄だった。中国共産党は、ノーベル平和賞の受賞者をろう獄で死なせるという歴史を作った」と述べ、死に至るまで、外部との接触を許さなかったことを批判しました。
そのうえで、「中国共産党は大きな門をみずから閉ざしている」と述べ、共産党や中国政府に、民主化を推し進める意図は感じられないと非難しました。
民主活動家「劉氏の教えを忘れない」
天安門事件の際の民主化運動の学生リーダーの１人で、現在は台湾に住む、民主活動家のウアルカイシ氏はフェイスブックを通じて、劉暁波氏の死を悼むコメントを発表しました。
この中で、ウアルカイシ氏は「中国政府は、劉暁波を白日の下、そして、全世界が注目する中で殺した」と述べ、中国政府の対応を痛烈に批判しました。
そのうえで、「われわれは悲しく、憤っているが、恐れず、諦めもしない。希望をいつも持ち続けるという劉暁波の教えを忘れない」として、劉氏の遺志を継ぎ活動を続けていく考えを示しました。
上海市民「よく知らない」
中国国内では、劉暁波氏について、ほとんど報道されていないことから、劉氏について知らない市民も多く、当局が「犯罪者だ」と位置づけて繰り返し糾弾する中、表だって劉氏について話す人はほとんどいません。
劉氏が亡くなったことについて、上海市内で聞くと、ほとんどの人が「名前を聞いたことがない」や「よく知らない」と話していました。
年配の男性は「名前は聞いたことがあるが、何をした人かよく知らない。政治には関心がない」と話していました。
また、３０代の男性は「ノーベル平和賞を受賞したのだから、いろいろと貢献したことは疑いようがない。だから亡くなったことは悲しい」と話していました。
劉氏死去 専門家「一党独裁の犠牲になった悲劇のヒーロー」
NHK7月14日 2時50分
現代中国論が専門の神田外語大学の興梠一郎教授は、劉暁波氏が亡くなったことが中国に与える影響について、「中国当局は抗議活動などが起きるのを防ぐため、今後、メディアの統制や言論の抑え込みなどを強化していくと見られ、短期的には、社会が不安定になるような大きな影響は出ないだろう」と指摘しました。
一方で、長期的な影響については、「一党独裁の犠牲になった悲劇のヒーローとして、民主化を求めるシンボルとして、彼の死は歴史に刻み込まれたので、共産党にとっては禍根を残す形になった」と述べました。
また、劉暁波氏の外国行きを認めなかった当局の対応については、「国力が強くなるにつれ、中国は他国に妥協しなくなってきた。アメリカのトランプ政権が人権問題を声高に主張しなかったことから、外交的な影響は抑えられるという判断もあったのではないか」と分析しています。
そのうえで、ことし後半に５年に１度の党大会の開催が予定されていることに触れ、「強い指導者像を演出するためにも、外国の圧力に屈したと対内的に見られる妥協はできなかったと見られる」と話しています。
「１つの時代が終わった」
東京大学で、中国の市民社会や政治体制などについて研究をしている阿古智子准教授は、「ノーベル平和賞を受賞し、世界にも認められた人であっても、政治的な自由を認めないという、今の中国を象徴するものだ」と指摘しました。
そのうえで、劉氏の活動については「市民を巻きこんだものではなかったが、思想的な影響力で、知識人たちを取りまとめる象徴的な存在だった」と評価し、「彼が亡くなったことで、１つの時代が終わったと言える」と述べました。
そして、中国の民主化運動の今後については、「これからも言論の自由に対して、厳しい時代が続いていくことが予想される。いつか誰もが自由に声を上げられるときが来るのを待つしかない」としています。
「中国政府が恐れていたシナリオ」
中国の事情に詳しい富士通総研の柯隆主席研究員は「中国は世界中から、人道的な観点で非難されることになり、中国政府が恐れていたシナリオになったといえる」と指摘しています。
そして、ことし、５年に１度の中国共産党大会が予定されていることから、「党大会の開催には社会の安定が必要だ。劉氏の死をきっかけに中国に対する海外からの批判の声が国内に波及しないよう、当局はさらに情報統制を強化するだろう」と話しています。
救えぬ命、放心の医療スタッフ＝帰国の国境なき医師団員、解放直前モスルに４カ月


インタビューに応じる国際医療支援団体「国境なき医師団」の萩原健さん＝１０日、東京都中央区
　約３年間にわたり過激派組織「イスラム国」（ＩＳ）に支配されたイラク北部モスルで、最近まで支援活動を行っていた国際医療支援団体「国境なき医師団（ＭＳＦ）」の萩原健さんが帰国し、現地の惨状を語った。イラクのアバディ首相が「モスル奪還」を宣言したのは１０日。その直前の４カ月を目撃することになった。
　東京都内で取材に応じた。萩原さんは２月、モスル東部に開設されたＭＳＦの病院に派遣された。イラク軍が１月にＩＳからの解放を宣言した東部は、病院の建物が戦闘で破壊され、電気・水道も完全に止まっていた。縫合糸や針といった基本的な医療用具もなく「全ての公立病院は完全に機能停止していた」と着任当時を振り返る。
　戦闘の前線は西部に移っていたが、迫撃砲や爆発物、地雷による負傷者が病院には連日のように運ばれてきた。萩原さんは、病院の医療活動に必要なあらゆる環境の整備を担当していた。戦況と、必要とされる医療をいち早く把握し、現場を指揮した。
　３月末のある日、チグリス川沿いに迫撃砲が着弾したと情報が入った。間もなくタクシーで運ばれてきた瀕死（ひんし）の負傷者は、ランドセルを背負ったままの１０歳くらいの少年だった。
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　何とか助けようとしたが及ばず、放心状態で座り込んだまま動けないスタッフ。叫びながら屋外に飛び出し、自分の顔をたたき続ける医師もいた。「スタッフたちが初めて受けた強烈なショックだった」と萩原さんは回想した。
　そうした中、２発目の迫撃砲が着弾する。死傷者は多い。スタッフの気持ちの立て直しも、受け入れ準備も不十分なまま、病院の前には死傷者を乗せたタクシーが次々駆け付け、入り口には家族ら２００人余りが殺到し大混乱になった。
　一段落した午後、萩原さんは病院にいた全スタッフを集め「心から血が流れるようなことが起きているが、だからこそわれわれがここにいる」と伝えた。この日を境にスタッフの動きは変わったと萩原さんは述べつつ「場数を踏んでもこうした惨事に慣れることはない」と考えている。
　萩原さんは１３日、再びモスルへ出発した。次は解放が宣言されたばかりの西部に開設された病院が現場となる。「政治の世界で『解放』と言っても、医療が復興するにはまだまだ時間がかかる。できる限りのことをしたい」と出発を前に語った。　

◇モスル奪還作戦をめぐる動き
【２０１６年】
１０月１７日　イラク部隊の奪還作戦始まる
【　　１７年】
　１月１８日　イラク軍がモスル東部解放を宣言
　６月２１日　ＩＳが支配の象徴ヌーリ・モスク（イスラム礼拝所）爆破
　７月　９日　アバディ首相がモスル西部解放を宣言
　　　１０日　アバディ首相がモスル完全奪還を宣言
（時事通信2017/07/13-14:52） 
ＴＰＰ 最小限の修正で一致 １１月のＡＰＥＣで大筋合意を
NHK7月14日 4時27分
ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定に参加する１１か国は、１３日までの高級事務レベル会合で、最小限の修正で協定の発効を目指すことで一致しました。ただ、修正の範囲をめぐって温度差があることから、日本政府は各国の意見調整を図ったうえで、１１月のＡＰＥＣ＝アジア太平洋経済協力会議の首脳会議で、大筋での合意を目指す方針です。
ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定から離脱したアメリカを除く、協定参加１１か国は１３日までの２日間、首席交渉官らによる高級事務レベル会合を神奈川県箱根町のホテルで開きました。
会合のあと、議長を務めた梅本首席交渉官は「具体的な選択肢、あるいは論点について、かなり深い議論ができたと思う」と述べました。
１１か国は会合で、高い水準のルールを維持しながら、最小限の修正で協定の発効を目指すことで一致し、８月末から９月初めごろにかけて、オーストラリアで、再度、高級事務レベル会合を開くことで合意しました。
ただ、修正の範囲をめぐって各国の間で温度差があることから、日本政府は次の高級事務レベル会合に向けて意見調整を図ったうえで、１１月のＡＰＥＣ＝アジア太平洋経済協力会議の首脳会議で、大筋での合意を目指す方針です。
西日本新聞／2017/7/13 12:00

社説　「共謀罪」施行／国民の側が運用の監視を

　一般人は本当に対象とならないのか。捜査の乱用に歯止めはかかるのか。国民の強い疑念と不安は残ったままである。
　組織犯罪を計画段階で処罰するため、共謀罪の趣旨を盛り込んだ「テロ等準備罪」を新設した改正組織犯罪処罰法が施行された。
　実際に犯した罪を罰する「既遂罪」を原則とした刑事法体系が大きく変わる。私たちはその危険性を指摘してきた。恣意（しい）的な解釈や運用を許さぬために裁判所などの厳格なチェックが必要だ。同時に国民の側こそが長い目で運用を監視していく必要がある。
　テロ等準備罪は、刑法の未遂罪や予備罪よりさらに前の段階の「準備行為」を取り締まる点が大きな特徴だ。
　具体的には２人以上の「組織的犯罪集団」が重大犯罪を「計画」し、少なくとも１人が現場の下見や資金調達など「準備行為」を行った段階で犯罪となる。例えば組織的に実行する振り込め詐欺の場合、電話をかける部屋を借りれば「準備行為」として処罰できる。
　しかし、彼らが犯罪集団かどうかは日常的に情報を収集しなければ見極めができない。政府は国会の審議で「一般人は捜査対象にならない」と強調する一方、「犯罪の疑いがあれば一般人ではない」とも答弁した。監視社会を招くとの批判が絶えないゆえんである。
　金田勝年法相は改正法を適用する場合、事件受理から裁判確定まで報告するよう全国の検察庁に大臣訓令を出したという。一つの歯止め策のつもりなのだろうが、政府内にも「法の暴走」への危惧があることの証左ではないか。
　もちろん直ちに捜査機関が権限を乱用するとは考えにくい。しかし時の経過とともに緊張感が薄れ、冤罪（えんざい）などを生む可能性は否定できない。対象犯罪は特許法や著作権法などを含め２７７に及ぶ。
　既に国際テロリスト財産凍結法が一昨年施行されるなど国際テロ対策は進んでいる。最近ではむしろ「一匹おおかみ型」のテロも多い。改正法の可否を含め総合的な視野から検証を重ねるべきだ。
朝日新聞／2017/7/14 6:00

社説　電通違法残業／働き方を見直す公判に

　広告大手・電通の違法残業が公開の法廷で審理されることになった。会社が罪を認めて罰金を支払う略式手続きによって決着させるのは「不相当」だと、東京簡裁が判断した。
　異例ではあるが、事件がもつ深刻さや社会への広がりを考えれば、適切な措置といえよう。この先、検察当局による正式な起訴を経て、簡裁の別の裁判官のもとで公判が開かれる。
　労使で決めた時間外労働の上限を超えて、従業員４人に月最大１９時間の残業をさせた――。それが直接の容疑で、法人としての電通が被告となる。だが摘発のきっかけになった一昨年１２月の新入社員の自殺をはじめ、同社の労働実態をめぐっては多くの問題が指摘されてきた。
　社会が直面している大きな課題である「働き方改革」のゆくえや、ほかの企業の労務管理、経営者の意識にも大きな影響が及ぶのが必至の裁判だ。だからこそ、簡裁は公の場での審理を選んだといえよう。
　その認識に立ったうえで、提出する証拠の選定、冒頭陳述に盛りこむ内容、関係者から聞き取った調書の要旨の紹介や法廷での尋問のあり方などを、裁判所、検察、弁護それぞれの立場で検討してもらいたい。
　電通では、９１年にも入社２年目の若手社員が働きすぎが原因でみずから命を絶ち、会社側の責任を認める最高裁判決が言い渡されている。国が過労死や過労自殺対策を見直すきっかけになった悲劇だった。
　当時の教訓はなぜ生かされなかったのか。企業風土の改革を阻んだものは何か。電通だけの問題に終わらせずに、各企業が足元を見つめ直す。そんな公判になることを期待したい。
　今回の事件を機に、長年の懸案だった残業時間の規制について「原則として月４５時間まで」「繁忙期など特別の場合の上限は月１００時間未満」などとする政労使の案が、この春まとまった。秋の臨時国会に関連法の改正案が提出される見通しだ。
　だが「１００時間」は、労災認定の目安とされる「過労死ライン」ぎりぎりの数字だ。過労死で家族を失った人たちなどからは批判が出ている。
　上限いっぱいまで働かせることにお墨付きを与える法律にしてはならず、残業をできる限り減らす努力が求められる。
　それをどうやって担保するのか。国会は政労使合意を所与のものとせず、労働者の健康を第一に議論を深める必要がある。
　長時間労働の是正、過労死・過労自殺の防止に向けた取り組みは、これからが正念場だ。

毎日新聞／2017/7/14 4:00

社説　電通事件正式裁判へ／過重労働の一掃に向けて

　過重労働に対して厳しさを増す社会の目を、裁判所が強く意識したのだろう。 
　広告最大手・電通の新入社員だった高橋まつりさん（当時２４歳）が過労自殺した事件について、東京簡裁が、労働基準法違反（長時間労働）で電通を略式起訴した検察の処分を「不相当」とした。 
　略式手続きの場合、公開の裁判は開かれない。だが、今回の判断を受け、法人としての電通は正式起訴され、裁判は公開の法廷で行われる。 
　公判では、検察側の証拠が明らかになるうえ、電通側代表者の被告人質問も行われる。労務管理の実態や違法残業の背景が、つまびらかにされる可能性がある。裁判所の判断は妥当と考える。 
　高橋さんの残業時間は過労死ライン（月８０時間）を大きく超える１０５時間だったと、労働基準監督署は認定した。捜査は本社だけでなく、大阪などの支社にも及び、電通の違法残業の全容解明が望まれた。 
　電通では１９９１年にも入社２年目の社員が過労自殺した。２０１０、１４、１５年には労基署から長時間労働の是正勧告を受けた。 
　だが、労働環境は一向に改善されなかった。だからこそ、改まらない企業体質や、幹部らの旧態依然とした意識について、公判で原因解明する必要がある。 
　検察は、高橋さんの当時の上司らについて、残業の強制などは確認されず、悪質性はないと判断し、起訴猶予とした。一方、法人としての電通については、会社側が違法な残業を防ぐための体制の不備を認めたため、刑事責任を問えると判断した。 
　事件を略式で済まそうとしたのは、同じような過去の労働事件の例にならったからだ。 
　だが、過重労働の問題をこれ以上放置できないという世の中の流れが強まり、裁判所も姿勢を変えてきた。今年に入って裁判所は、厚生労働省の過重労働撲滅特別対策班が捜査した別の事件でも、検察の略式起訴を「不相当」と判断した。 
　違法な長時間労働の慣行は、今も多くの企業に残っている。企業に違法行為をやめさせ、法令順守を徹底させる必要がある。今回の裁判を、企業に根強い「常識」を根底から変える契機としなければならない。

読売新聞／2017/7/13 8:00

社説　劉暁波氏「危篤」／中国に人道の観点はないのか

　中国が経済・軍事大国の道を邁進（まいしん）する陰で、民主化運動を封殺し、人権抑圧を強めてきたことの証左と言えよう。
　中国を代表する民主活動家の劉暁波氏が、末期の肝臓がんと診断され、服役中の刑務所から病院に移された。病院側は「危篤」と発表した。
　本人や家族は、海外での治療を希望している。米国とドイツは、医師を派遣し、劉氏の受け入れも表明した。中国政府に対する不信感の表れである。
　欧州議会などは、人道問題として、劉氏の解放と国外移送を求めた。中国外務省が「内政干渉」と一蹴したのは筋違いだ。
　中国の憲法にも、「人権を尊重し、保障する」と明記されている。中国は、劉氏と家族の意向に沿って、自由を回復させなければ、国際社会の非難を免れまい。
　文学者の劉氏は、過酷な政治的迫害の象徴として、世界的な注目を集めてきた。１９８９年の天安門事件で、民主化を求める学生らを支援した。共産党の一党独裁を批判し、何度も投獄された。
　２００８年には、直接選挙の実施や言論の自由の保障など、１９項目の要求を盛り込んだ「０８憲章」の起草で中心的役割を担った。
　「国家政権転覆扇動罪」により、懲役１１年の判決を受けたのは、中国当局が民主化運動の広がりを強く警戒したからだろう。
　劉氏は１０年に、「長年にわたる非暴力的な人権闘争」を評価され、ノーベル平和賞を獄中で受賞した。中国は、「犯罪者」として劉氏の授与式出席を認めなかった。夫人の劉霞さんも軟禁した。
　看過できないのは、習近平体制下の５年間で、中国の人権状況が一段と悪化したことだ。
　行政や司法から不当な扱いを受けた人々を支援する弁護士らが、次々と拘束された。インターネットの規制を通じて、言論を封じ込める体制も強まっている。
　経済成長が鈍化する中、習政権は、国民の不満が共産党批判に結び付くことを防ぐため、締め付けを図っているのだろう。
　中国は、アフリカなどに投資する際も、欧米諸国とは異なり、対象国の民主化や人権状況の改善を求めない立場だ。独裁的な政権からは、歓迎されている。人権を軽視する中国方式が世界に拡散する事態が懸念される。
　欧米や日本の責任も重い。対中経済関係が深まり、貿易や投資による利益を優先する余りに、中国の人権問題に口をつぐむことがあってはなるまい。
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